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○ 神奈川の文化芸術振興の歩みと展開 

 

１ 先進的な施設整備と多様な文化事業の展開 

  主な施設の整備と文化事業の取組について、過去の経緯をもとに現在の取組及び今後の展開につ

いて概観します。 

 

 【～1945（昭和 20）年代（戦後復興期）】 

 ○ 神奈川県立金沢文庫の設置（1930（昭和５）年） 

   金沢文庫は、北条氏の有力な一族であった金沢北条氏が鎌倉時代後半に創設した書庫を起源と

している。 

   その後の荒廃期を経て、伊藤博文による再興、関東大震災による被災の後、1930（昭和５）年

に神奈川県立の社会教育機関として再興された。 

   現在の施設は、文化財保存環境の整備や展示施設の充実を図るため、「文庫ヶ谷
やつ

」と称された

現在の地に 1990（平成２）年に新築して開館したものである。 

   新築した建物は、充実した展示室、文化財保護に適した収蔵庫といった博物館としての機能に

加えて、大会議室等を有している。 

現在、国宝、重要文化財をはじめとする貴重な文化財が最適な環境で収蔵されているほか、中

世史を基調としながら、美術・文学・地域史など多岐にわたるテーマの展覧会を開催している。 

 

○ 神奈川県立近代美術館の設置（1951（昭和 26）年） 

  第二次大戦後の混乱と再生の時代に、文化芸術の指針を示す活動の必要性から、日本初の公立

近代美術館として鎌倉市雪ノ下、鶴岡八幡宮境内に設置された。（後の鎌倉本館 坂倉準三設計） 

   開館以来、国内での美術館活動の先導的な役割を担いながら展覧会の開催を主軸として活動を

進め、現在に至るまで高い評価を受けている。 

   展覧会活動及び作品収集活動を支えるための調査研究の分野でも数々の実績を挙げており、ま

た展覧会の開催を通した美術関係者との親交により、公立美術館の中でも有数のコレクションが

形成されている。 

   1984（昭和 59）年には収蔵庫の拡充、常設展示スペースの確保のため鎌倉別館を設置し、前庭

に野外彫刻を配置した。 

   さらに、美術館に対する社会的な要請、増加するコレクションの収蔵の必要性、大型化する展

覧会への対処の必要性などに応えるため、新世紀に向けての新たな美術館体制を検討し、2003

（平成 15）年に葉山館を設置し、美術館が誰にでも親しめ、快適な場所であり続け、何かが発見

できるところであるように、という姿を目指して活動を続けている。 

なお、2015（平成 27）年度に鎌倉本館を廃止し、葉山館、鎌倉本館、鎌倉別館の３館で担って

きた美術館事業を、葉山館、鎌倉別館の２館で実施するため、鎌倉別館は、2017（平成 29）年度

から約２年の休館をし、管理・サービス機能を整備する改修工事を実施している。 



- 25 - 

 

 

 ○ 神奈川文化賞の贈呈（1952（昭和 27）年～） 

神奈川文化賞は、敗戦後の混迷の中で、文化の再建と積極的な文化水準の向上を目指す必要か

ら神奈川県と神奈川新聞社との共同事業として発足した。以後毎年、神奈川の文化の向上発展に

尽力し、その功績顕著な個人又は団体に対して「神奈川文化賞」を贈呈している。 

また、第 50 回からは今後の活躍が大いに期待される若い世代を対象とした奨励的な賞として

「神奈川文化賞未来賞」を贈呈している。 

 

 ○ 神奈川県立音楽堂の設置（1954（昭和 29）年） 

日本初の公立の音楽専用ホール。ロンドンのロイヤル･フェスティバル･ホールを範とした音響

設計は「東洋一の響き」と称され、世界一流の演奏家によるリサイタル、公演が行われている。 

一方で、地域のアマチュア音楽団体との連携で、全国のママさんコーラスの先駆けである「音

楽堂おかあさんコーラス」が誕生するなど、地域に根ざした音楽活動の拠点施設ともなっている。 

平成 20 年度には、歴史的建造物として長寿命化を図るための耐震補強工事を実施し、合わせて

利用者のアメニティ向上（女性用トイレの増設、空調機能の改良）を行った。 

   現在、ホールの音響を生かしたクラシックのコンサートホールとして、また神奈川県において

盛んな合唱等の音楽活動の支援、発表の場としての取組を行っている。 

また、2011（平成23）年度からは、アウトリーチ等により次代を担う子ども・青少年に上質な

音楽体験を提供する取組を始めている。 

開館後60年を超えた2018（平成30）年度には、施設全体の老朽化対策のために、１年間の休館

を伴う大規模な改修工事を実施している。 

 

 ○ 神奈川県立図書館の設置(1954（昭和29）年）・神奈川県立川崎図書館の設置(1958（昭和33）年）  

1954（昭和 29）年に開館した神奈川県立図書館は、 

・ 県民の教養、調査研究及びレクリエーションのために効果的かつ積極的に奉仕し、文化の向

上に資すること 

・ 市町村立図書館その他の読書施設を育成し、県内図書館網を組織して各図書館の機能が充分

に発揮できるように指導と助言を与え、適切な資料提供を行うこと 

・ 国際港を持つ本県の特殊な立地条件に鑑み、広く世界各国の貿易、産業、観光、移民等の資

料を整備して本県産業文化の振興を図ること 

を基本方針とし、神奈川県立音楽堂と一体の建物として設置された。（前川國男設計） 

また、1958（昭和 33）年に京浜工業地帯という立地性を生かしたユニークな工業専門図書館と

して、神奈川県立川崎図書館が開館した。県立川崎図書館では、自然科学及び工業に関する資料

に重点を置いたため、県立川崎図書館の開館後、県立図書館は人文科学、社会科学に重点を置く

ようになった。 

県立川崎図書館は、全国でも珍しい、ものづくり技術を支える機能に特化した「ものづくり情
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報ライブラリー」として、2018（平成 30）年５月にかながわサイエンスパーク（ＫＳＰ）に移

転・リニューアルオープンした。 

現在両図書館は、「知」を集積し、新たな「知」を育む「価値創造」の場として、また、神奈

川の文化と産業の発展、社会づくりに寄与し、県民に役立つ「知の拠点」として、「調査研究活

動」を支援する機能を高めた図書館サービスを基本に活動を展開している。 

 

 【1955～1965（昭和30～40）年代（高度成長期）】 

 ○ 神奈川県立青少年センターホールの設置（1962（昭和37）年） 

   約1,000席の演劇ホールとして建設された。（前川國男設計） 

2005（平成17）年には、歴史的建造物として長寿命化を図り、学校演劇など青少年のサポート

活動での利用のしやすさを考慮した工事を行い、ホールの座席幅を広げてアメニティを高め（約

800席となる）、楽屋、練習室等を整備し、リニューアルオープンした。 

青少年芸術劇場や古典芸能鑑賞教室（歌舞伎・文楽）などを実施しており、青少年をはじめと

する県民が舞台芸術を鑑賞する場となっている。 

長年、青少年の演劇振興に力を注いでおり、青少年の舞台芸術活動を支援するため学校教育の

中で行われる取組と連携するなどして、青少年の演劇、ダンス、人形劇などの活動の発表の場と

して活用されており、いわば青少年の演劇の殿堂となっている。 

 

 ○ 文化芸術団体への支援 

   県内で活動する非営利の文化芸術団体の事業に対し、自主的な文化芸術活動の活性化及び文化

芸術の振興を図るため、1963（昭和38）年から補助制度を開始している。1995（平成7）年度から

は公募方式とし、外部有識者の審査により対象事業を選考する、公平で開かれた助成システムと

なっている。 

   2018（平成 30）年度までに、神奈川県演劇連盟、神奈川県合唱連盟、日本舞踊協会神奈川県支

部など、様々な団体の事業を支援している。 

   これらの団体は、県立文化施設を拠点に練習や公演を行っており、団体への支援によって神奈

川の文化芸術の振興が図られている。 

    

 ○ 神奈川県美術展の開催（1965（昭和 40）年～） 

   第一線の美術作家が多数活躍している神奈川にふさわしい、神奈川を代表する総合美術展の必

要性から始まり、県内の作家に作品発表の機会を提供するとともに、県民に優れた美術作品を展

示公開してきた。県内最大規模の公募美術展であり、歴史と実績のある美術展として入賞を契機

に芸術家として活躍の場が広がる例も多く、新進芸術家の登竜門として高く評価されている。 

第９回までは県立近代美術館や県立博物館を会場に、第10回からは県立県民ホールギャラリー

に統合して開催され、第52回（2016（平成28）年度）からは応募資格を拡大し、全国どなたでも

応募できる公募展とした。 
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また、2014（平成26）年度には、県美展50周年を記念として、県内在住又は在学の中高生を対

象とした「神奈川県美術展特別企画展」を開始し、それ以降毎年開催している。 

 

 ○ 神奈川県立博物館の設置（1967（昭和42）年） 

    旧横浜正金銀行本店（国の重要文化財、史跡）の建物を改修し、神奈川の自然と文化を紹介す

る総合博物館として設置された。日本の総合博物館として先駆的な存在である。 

その後、再編整備を行い、1995（平成７）年に自然系と人文系に分離・分館し、自然系博物館

は小田原市に神奈川県立生命の星・地球博物館として設置され、展示をはじめ、自然に関する調

査・研究、資料の収集・保管、これらを生かした講座や学習支援活動を行っている。 

人文系博物館は神奈川県立歴史博物館として元の建物で再スタートした。文化の視点からの未

来の探求、考古・歴史・美術・民俗等を統合化した新しい文化史の創造、神奈川のアイデンティ

ティの探求、神奈川の文化と内外の文化との交流や相互関係の探求、文化的意義のある資料の集

積と後世への継承等をその意義として掲げ、調査・研究活動、資料収集、展示、教育普及、学習

支援活動等に取り組んでいる。なお、空調設備等の改修工事のため 2016（平成 28）年６月から休

館していたが、2018（平成 30）年４月 28 日に再開館した。 

 

 【1975～1985（昭和 50～60）年代（安定成長期）】 

 ○ 神奈川県民ホールの設置（1975（昭和 50）年） 

   東京への一極集中や公害等、極度の経済成長による歪みが社会問題となって表出してきたころ、

他都市に先駆け、様々な用途に活用できる収容力の大きな施設（大ホール約2,500人収容）として

設置された。大ホールのほかにパイプオルガンを備えた小ホール、ギャラリーがあり、文化活動

の一大拠点として発展してきた。 

   オペラ、バレエ、オーケストラ公演など、海外の記念碑的な公演や、流行の新鮮なアーティス

トによるポピュラー音楽の公演を行う一方で、地域で活動するオーケストラ等の定期公演の会場

として、各団体の活動を支えるとともに、オペラの共同制作や現代音楽の演奏会を行うなど、魅

力的なコンテンツを提供してきた。美術の分野では、版画、彫刻をはじめ現代作家の活動を積極

的に紹介し、時代をリードしてきた。 

   現在も、現代の多様な表現芸術を紹介する事業に取り組んでいる。 

   施設改修については、2013（平成 25）年 12 月から 2014（平成 26）年９月には、耐震補強と屋

上等防水・外壁及びエレベーターの工事を実施し、2017（平成 29）年７月から 2018（平成 30）年

にかけて、受変電設備改修工事及び大ホール舞台機構改修工事を実施した。 

 

 ○ 教育委員会から知事部局へ文化行政事業の移管（1977（昭和 52）年～） 

   県の機構改革により知事部局に県民部が新設され、1977（昭和 52）年５月に文化室が誕生し、

今まで教育委員会が掌握していた芸術文化の振興に関する事務の多くが移管された。なお、生涯

学習や博物館法、文化財保護法等の法律に基づく事業については、従来どおり教育委員会が実施
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している。 

 

○ 神奈川フィルハーモニー管弦楽団への支援(1979（昭和 54）年～) 

1970（昭和 45）年に県内在住のプロの若手演奏家が、自分たちのまちに自分たちのオーケスト

ラをという目的で管弦楽団を創立し、1978（昭和 53）年に財団法人神奈川フィルハーモニー管弦

楽団となった。 

県では、神奈川を活動の場とするプロのオーケストラが誕生した意義を踏まえ、「神奈川の文

化のシンボル」として育成するために、1979（昭和 54）年度以降、運営費の一部を補助してきた。 

   1992（平成４）年には、楽団の練習場所としてかながわアートホールを設置している。 

   2011（平成 23）年には、公益財団法人への移行に向けて「神奈フィル ブルーダル基金」を設

置し、県知事を団長とし、行政、企業、県内文化人等による「がんばれ！神奈フィル応援団」を

結成し、支援を呼びかけるとともに、県・市町村からマッチング方式による支援を行った。

（2014（平成 26）年４月 公益財団法人） 

   今後も、地域に根ざしたコミュニティオーケストラとして、県内全自治体による支援の拡大を

図る方向に向けて取り組んでいく。 

 

 ○ 神奈川近代文学館の設置（1984（昭和 59）年） 

博物館機能、専門図書館機能、イベントホール機能の３つの機能を併せ持つ国内屈指の総合文

学館として設置された。 

現在、文学関係者との連携を密にし、文学資料や情報の収集を行い、希少資料を数多く有する

近代文学の資料館として内外から高い評価を得ている。また、専門人材による展示の企画やそれ

に合わせた講演会等のイベントなど充実した事業を実施し、利用者に対して継続的かつ専門的な

行き届いたサービスを行っており、広範な文学の普及活動に取り組んでいる。 

 

○ 市町村における文化施設の設置（1975（昭和 50）年～） 

   県が文化施設の建設促進のため 1979（昭和 54）年度から補助を行ったこともあり、この時期に

市町村立の文化施設の整備が進んだ。2011（平成 23）年度の「公共施設状況調査」によれば、県

内の市町村立の公会堂･市民会館は 81 箇所となっているが、1988（昭和 63）年度末にはうち 39 箇

所が設置されている。 

   平成以降は、鎌倉芸術館、横須賀芸術劇場、横浜みなとみらいホール、横浜能楽堂、ミューザ

川崎、大和市文化創造拠点シリウスなど、音楽専用ホールをはじめとする大規模複合施設の設置

がみられる。 

 

 【1989（平成元）年～】 

 ○ 神奈川芸術劇場（ＫＡＡＴ）の設置（2011（平成 23）年) 

神奈川発の舞台芸術作品を創造発信する「創造型劇場」として、神奈川芸術劇場（ＫＡＡＴ）
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を開設した。 

   「創造型劇場」とは、自ら芸術を創造する運営体制とそれを支える舞台や稽古場等の設備を持

ち、自主的な事業を行うことに重点を置いた施設であり、「モノをつくる」（芸術の創造）、

「人をつくる」（人材の育成）、「まちをつくる」（賑わいの創出）ことが施設機能の特徴とな

っている。 

   現在、芸術監督の指導の下、演劇・舞踊等の創作･上演のほか、集客力のあるロングラン公演の

誘致、国際交流事業「国際舞台芸術ミーティング（ＴＰＡＭ）in 横浜」、次世代の観客を育成す

る子ども向け企画、県内外の公共劇場とのネットワークを生かした多様な公演の展開、公演と連

携したワークショップや講座の実施等を推進している。 

 

○ 「マグカル」･･･文化芸術によるまちの賑わいづくりの推進（2012（平成 24）年～） 

2012（平成 24）年度から、文化芸術の持つ「人を引きつける力」を活用してまちの賑わいを創

出する「マグネット･カルチャー」を開始している。 

これは、県内に豊富にあるハード、ソフトの文化資源を観光スポット、商店街などと連携させて

神奈川の魅力を高め、地域を活性化させる取組である。 

   現在、ポータルサイトとフェイスブックによるワンストップ･リアルタイムのイベント情報・地

域情報の発信（MAGCUL.NET）、街中の賑わいを演出するイベントの開催（人出が減少する冬場の

イベント開催、青少年センターにおける若者のための演劇発表等の場である「マグカル・シアタ

ー」の開催）、ベトナムなど東アジアとの国際文化交流、共生社会の実現に寄与する舞台芸術活

動、地域文化の調査研究等の事業を行っている。 

 

２ 文化施設の運営主体をめぐる動き 

 (1) 財団法人の設立 

文化芸術団体への支援とともに、より効果的な施設運営を目指して、財団法人を設立している。 

ア 財団法人神奈川文学振興会（現 公益財団法人神奈川文学振興会）の設立 

この法人は、神奈川近代文学館の設立に当たり1982（昭和57）年に発足した。文学関係者

を核とする法人設立の目的は、文学者が自ら運営に参画することで、その知識や人的ネット

ワークを活用して広く文学資料の寄贈による収集を促進し、文学館をより効果的に運営して、

文学愛好家はもとより広く県民にまで利用され、親しまれる施設とするためである。 

役員には作家、文芸評論家、研究者等が就任し、近代文学館の運営にあたっており、県ゆ

かりの作家やその遺族、収集家から資料の寄贈を受け、希少資料や作家旧蔵図書、肉筆資料

を数多く有する全国有数の文学館としての評価を確立している。 

 

    イ 財団法人神奈川芸術文化財団（現 公益財団法人神奈川芸術文化財団）の設立 

      この法人は、1993（平成５）年に発足した。 

設立の目的は、1975（昭和 50）年代から 1985（昭和 60）年代にかけて、県内市町村で文
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化会館、市民会館等の多目的ホールの整備が進み、平成に入ってからは人口が多い横浜、川

崎、横須賀地域に音楽専用ホールを含む大規模ホールが整備され、施設面や専門性での優位

性が失われ始めた中で、専門的な人材の確保、資金調達の多様化、弾力的な運営の可能な財

団法人による運営を行い、神奈川から新たな文化芸術を創造・発信することを企図したため

である。 

法人には、専門的人材として芸術総監督を置き、日本人作曲家のオペラ制作を開始するな

ど、クラシック音楽、演劇・舞踊、美術等の分野で、神奈川独自の地域性、発信力と国際的

視点を備えた質の高い芸術作品の鑑賞機会を提供してきた。 

2011（平成23）年に神奈川芸術劇場（ＫＡＡＴ）が開設されてからは、この場を拠点とし

てミュージカルや演劇・舞踊の制作、専門人材のネットワークによるそれらの発信、国内外

の舞台芸術の招聘や共同制作に取り組んでいる。さらに、芸術劇場芸術監督や専門スタッフ

が培ってきた制作や劇場運営のノウハウを生かし、インターンシップの受け入れやワークシ

ョップ等を行い、また新進の劇団の支援を行うなど、次世代の人材育成に取り組んでいる。 

また、県の文化施策に応じて、県域展開や国際交流の事業を受託して実施するなど、県の

文化芸術振興の一翼を担っている。 

 

(2) 指定管理者制度の導入（2006（平成 18）年～） 

指定管理者制度は、国や地方自治体の「官から民へ」の大きな流れの中で、公の施設について、

民間事業者等が有するノウハウを活用することにより、住民サービスの質の向上を図っていくこ

とで、施設の設置目的を効果的に達成するために 2003（平成 15）年に創設された。 

県立文化施設においても、2006（平成 18）年から一部の施設において指定管理者制度が導入さ

れた。 

 

３ 文化芸術振興に係る基本理念の浸透を図る体制づくり 

文化芸術の振興施策については、従来から総合計画に位置付けて推進を図ってきたが、文化芸術

振興の重要性を踏まえ、県の取組の考え方や施策の方向を県民に示す必要があった。2001（平成 13）

年には文化芸術振興基本法の施行によって地方自治体の責務が明確化され、2004（平成 16）年にか

ながわ文化芸術振興指針を策定した。 

その後、文化芸術の振興に対する県民のニーズの高まりを受け、文化振興の政策条例として 2008

（平成 20）年７月に神奈川県文化芸術振興条例を制定し、文化芸術の振興に関し基本となる事項を

定め、県民の文化芸術活動の一層の充実と、文化資源を活用した地域づくりを進めることとなった。 

  この条例第４条に基づき、文化芸術の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するためのか

ながわ文化芸術振興計画を 2009（平成21）年３月に策定し、その後、2014（平成 26）年３月に改正

を行い、2018（平成 30）年度までを計画期間として事業を進めてきた。 
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○ 「国民生活に関する世論調査」（平成 30 年６月内閣府実施） 

 

「これからは心の豊かさか、まだ物の豊かさか」 

 

 

 

「収入と自由時間についての考え方」 

 

 

 

 

 

 

 

  

物質的にある程度豊か
になったので、これか
らは心の豊かさやゆと
りのある生活をするこ
とに重きをおきたい

まだまだ物質的な面で
生活を豊かにすること
に重きをおきたい

どちらともいえない わからない

％ ％ ％ ％

総数 61.4 30.2 7.1 1.3

〔性〕

男性 58.9 33.5 6.6 0.9

女性 63.6 27.5 7.4 1.5
〔年齢〕

18～29歳 53.1 42.3 3.7 0.9

30～39歳 54.7 39.9 4.9 0.5

40～49歳 57.7 36.6 5.1 0.7
50～59歳 62.1 30.0 7.6 0.3

60～69歳 67.8 24.5 7.0 0.7

70歳以上 64.1 22.7 10.1 3.1

自由時間をもっと増や
したい

収入をもっと増やした
い

どちらともいえない わからない

％ ％ ％ ％

総数 34.4 47.0 17.2 1.4

〔性〕

男性 36.7 48.1 14.1 1.1

女性 32.4 46.1 19.7 1.8

〔年齢〕

18～29歳 39.3 53.6 6.0 1.1

30～39歳 32.7 58.9 8.0 0.4

40～49歳 34.4 54.8 10.8 -

50～59歳 38.8 48.2 12.8 0.2

60～69歳 39.4 44.2 15.4 1.1

70歳以上 27.3 36.2 32.6 4.0

国民生活に関する世論調査 

 調査対象 全国 18 歳以上の者 10,000 人 層化 2段無作為抽出法 

 調査時期 2018（平成 30）年６月 14 日～７月１日 

 調査方法 調査員による個別面接聴取法 

 有効回収数（率） 5,969 人（59.7％） 
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○ 本県の平成 30 年度学校基本調査 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

　学校数・在学者数の状況 平成30年5月1日現在 

幼稚園
幼保連携
型認定こ
ども園

小学校 中学校
義務教育

学校
高等学校

中等教育
学校

特別支援
学校

専修学校 各種学校
高等学校
通信制
(外数)

計 653      94       888      477      2       235      5       51       108      12       7       

国　立 -       -       2       2       -       -       -       2       -       -       -       

公　立 42       11       854      411      2       156      2       47       5       -       2       

私　立 611      83       32       64       -       79       3       2       103      12       5       

計 113,738  15,780   461,304  225,555  1,524    206,716  3,691    8,373    26,540   3,387    4,836    

国　立 -       -       1,263    917      -       -       -       124      -       -       -       

公　立 2,247    1,532    449,456  199,731  1,524    136,325  1,889    8,110    1,184    -       3,855    

私　立 111,491  14,248   10,585   24,907   -       70,391   1,802    139      25,356   3,387    981      

区　　分

学
 
校
 
数

在
学
者
数

（注） 高等学校通信制は、公立は全日制・定時制との併置校１校、通信制のみの独立校１校、私立は全日制との併置校１校、通信

  制のみの独立校４校である。

平成 30 年度 学校基本調査 

 調査対象 学校教育法に規定する学校及び 

就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律に定め

る幼保連携型認定こども園 

 調査期日 2018（平成 30）年 5月 1日現在 
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○ 本県の年齢（各歳・５歳階級）別、男女別人口（神奈川県年齢別人口統計調査） 

 

神奈川県
年　齢 総　数 男 女 年　齢 総　数 男 女

総　数 9,163,279 4,570,674 4,592,605

0～4 356,698 182,617 174,081 50～54 653,677 340,984 312,693

0 70,076 35,706 34,370 50 153,567 79,963 73,604

1 72,774 37,361 35,413 51 109,865 57,321 52,544

2 70,382 36,018 34,364 52 140,817 73,420 67,397

3 70,857 36,307 34,550 53 128,227 67,043 61,184

4 72,609 37,225 35,384 54 121,201 63,237 57,964

5～9 375,134 191,808 183,326 55～59 532,925 274,749 258,176

5 73,500 37,609 35,891 55 114,082 59,235 54,847

6 74,193 37,988 36,205 56 108,890 56,377 52,513

7 75,091 38,287 36,804 57 105,896 54,180 51,716

8 75,532 38,479 37,053 58 102,318 52,884 49,434

9 76,818 39,445 37,373 59 101,739 52,073 49,666

10～14 385,207 197,434 187,773 60～64 486,546 244,181 242,365

10 76,540 39,305 37,235 60 93,421 47,189 46,232

11 76,791 39,426 37,365 61 95,601 48,403 47,198

12 74,604 37,995 36,609 62 98,424 49,504 48,920

13 77,743 39,877 37,866 63 97,795 48,852 48,943

14 79,529 40,831 38,698 64 101,305 50,233 51,072

15～19 421,093 215,620 205,473 65～69 626,754 304,617 322,137

15 80,675 40,911 39,764 65 109,517 53,819 55,698

16 81,699 41,885 39,814 66 114,432 56,177 58,255

17 84,445 42,977 41,468 67 123,384 60,355 63,029

18 84,647 43,362 41,285 68 141,208 68,182 73,026

19 89,627 46,485 43,142 69 138,213 66,084 72,129

20～24 504,286 263,878 240,408 70～74 535,473 252,109 283,364

20 93,140 48,584 44,556 70 137,696 65,599 72,097

21 102,749 54,111 48,638 71 95,175 45,149 50,026
22 102,392 53,578 48,814 72 86,187 40,555 45,632

23 105,915 55,127 50,788 73 105,472 49,291 56,181

24 100,090 52,478 47,612 74 110,943 51,515 59,428

25～29 480,103 250,476 229,627 75～79 456,390 209,151 247,239

25 96,775 51,022 45,753 75 105,028 48,587 56,441

26 95,927 50,087 45,840 76 104,059 47,661 56,398

27 93,731 48,869 44,862 77 93,295 42,485 50,810

28 94,764 49,277 45,487 78 79,656 36,553 43,103

29 98,906 51,221 47,685 79 74,352 33,865 40,487

30～34 532,740 275,555 257,185 80～84 333,210 142,459 190,751

30 99,955 51,918 48,037 80 78,909 35,058 43,851

31 102,032 53,215 48,817 81 71,381 31,164 40,217

32 106,784 54,883 51,901 82 69,639 29,934 39,705

33 110,889 57,457 53,432 83 58,265 24,040 34,225

34 113,080 58,082 54,998 84 55,016 22,263 32,753

35～39 596,951 307,010 289,941 85～89 194,978 70,795 124,183

35 112,635 58,181 54,454 85 50,156 19,563 30,593

36 114,352 58,678 55,674 86 44,278 16,531 27,747

37 117,905 60,327 57,578 87 37,978 13,719 24,259

38 123,797 63,972 59,825 88 33,111 11,405 21,706

39 128,262 65,852 62,410 89 29,455 9,577 19,878

40～44 723,364 371,456 351,908 90～94 86,164 24,614 61,550

40 131,781 67,729 64,052 90 24,585 7,816 16,769

41 136,916 70,368 66,548 91 20,743 6,371 14,372

42 141,902 72,806 69,096 92 17,703 4,833 12,870

43 152,992 78,753 74,239 93 12,938 3,212 9,726

44 159,773 81,800 77,973 94 10,195 2,382 7,813

45～49 771,885 396,968 374,917 95～99 22,604 4,219 18,385

45 158,359 80,948 77,411 95 7,555 1,585 5,970

46 157,198 80,043 77,155 96 5,855 1,065 4,790

47 155,608 79,886 75,722 97 4,260 764 3,496

48 151,322 78,337 72,985 98 2,931 489 2,442

49 149,398 77,754 71,644 99 2,003 316 1,687

100以上 4,171 604 3,567

年齢不詳 82,926 49,370 33,556

(単位：人）平成30年1月1日現在
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○ 平成 28 年「社会生活基本調査」都道府県、趣味･娯楽の種類別行動者 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都道府県 標本数
10歳以上
推定人口
(千人)

総　数

スポーツ
観　　覧
(テレビ・

スマートフォ
ン・パソコン
などは除く)

美術鑑賞
(テレビ・

スマートフォ
ン・パソコン
などは除く)

演芸・演劇・
舞踊鑑賞
(テレビ・

スマートフォ
ン・パソコン
などは除く)

映画館での
映画鑑賞

映画館以外
での映画鑑賞
(テレビ・
ＤＶＤ・

パソコンな
ど)

音　楽　会
などによる
クラシック
音楽鑑賞

音　楽　会
などによる
ポピュラー
音　楽・

歌謡曲鑑賞

ＣＤ・
スマートフォ
ンなどによる

音楽鑑賞

楽器の演奏

全国  179,297  113,300 87.0 21.5 19.4 14.5 39.6 52.1 10.1 13.7 49.0 10.9

北 海 道  4,860  4,756 85.2 24.6 14.6 10.8 31.0 49.7 8.7 12.6 47.5 9.1

青 森 県  3,472  1,152 80.7 16.1 12.8 9.2 27.0 47.3 6.6 9.3 41.3 7.4

岩 手 県  3,555  1,135 84.0 20.5 11.9 12.7 24.3 43.9 7.4 11.1 42.2 8.4

宮 城 県  3,586  2,091 86.7 26.4 18.3 13.2 38.2 52.5 9.4 14.0 50.0 10.6

秋 田 県  3,743  906 80.3 21.4 13.0 11.8 26.1 43.4 7.4 10.7 38.6 8.1

山 形 県  4,040  992 84.0 19.1 15.9 12.1 36.6 44.8 8.3 12.5 40.7 8.8

福 島 県  3,743  1,708 83.4 17.9 16.4 10.7 29.7 46.4 7.9 12.3 41.6 7.6

茨 城 県  3,678  2,604 87.5 18.8 16.8 11.5 40.2 51.1 8.8 13.3 47.9 9.3

栃 木 県  3,516  1,759 84.2 17.6 14.5 10.5 37.6 49.0 8.3 11.3 44.2 10.5

群 馬 県  3,449  1,754 86.3 18.2 16.2 12.8 36.2 49.1 8.6 12.3 45.2 10.1

埼 玉 県  5,965  6,555 89.3 20.8 18.9 15.6 44.7 55.6 11.3 15.6 53.0 11.7

千 葉 県  5,046  5,614 90.6 23.0 21.4 15.9 45.1 57.9 10.9 14.9 53.3 11.8

東 京 都  4,836  12,346 90.1 23.8 30.2 22.2 49.7 61.7 14.6 18.0 59.0 14.3

神奈川県  5,351  8,216 90.1 25.3 23.2 16.8 47.4 58.4 13.8 16.7 56.4 13.8

新 潟 県  3,774  2,044 83.3 16.8 18.0 9.9 33.9 46.0 7.7 11.7 42.5 8.5

富 山 県  3,871  949 87.0 20.0 24.2 14.3 40.3 49.5 9.9 13.5 45.0 10.5

石 川 県  3,472  1,016 88.0 20.0 23.2 14.4 39.4 50.3 10.2 12.1 45.7 9.3

福 井 県  3,978  693 85.4 15.9 17.7 10.6 37.2 47.0 9.5 12.7 42.9 8.9

山 梨 県  3,297  744 84.9 20.2 17.3 11.8 34.9 49.2 9.8 11.7 43.3 8.3

長 野 県  3,791  1,861 85.6 18.9 19.0 12.9 32.5 49.4 12.6 13.6 44.1 10.4

岐 阜 県  3,854  1,807 85.4 17.0 14.2 12.1 38.9 47.6 8.2 11.3 43.4 10.2

静 岡 県  3,827  3,294 86.6 17.5 16.8 11.4 35.0 48.8 8.5 13.1 44.2 10.0

愛 知 県  6,208  6,687 88.8 22.9 18.9 15.2 42.0 54.3 9.5 13.0 49.9 12.0

三 重 県  3,538  1,614 86.6 18.3 14.9 12.2 37.5 49.4 7.9 12.8 46.5 9.9

滋 賀 県  3,566  1,253 88.5 20.4 18.1 15.1 40.2 52.2 9.8 13.7 50.2 12.7

京 都 府  3,115  2,338 88.3 19.7 23.9 17.0 41.2 52.4 10.6 15.2 51.1 12.4

大 阪 府  5,197  7,923 86.6 20.8 18.7 16.7 43.0 52.8 9.6 13.6 50.1 10.0

兵 庫 県  4,940  4,935 87.2 22.5 18.7 16.0 38.9 50.2 11.1 15.0 47.8 12.0

奈 良 県  3,458  1,217 86.9 19.6 21.4 15.8 40.7 52.7 10.4 14.4 47.8 10.0

和歌山県  3,280  852 83.4 16.9 13.0 10.7 36.9 46.9 7.2 11.8 41.6 8.9

鳥 取 県  3,452  501 83.1 16.1 16.8 11.4 26.2 43.1 8.5 10.4 41.5 9.3

島 根 県  3,710  607 84.0 20.3 17.0 11.0 26.6 43.3 7.6 9.9 40.3 9.6

岡 山 県  3,323  1,694 87.0 18.8 17.2 12.4 36.9 48.9 7.9 11.8 44.7 10.3

広 島 県  3,472  2,507 87.1 32.9 20.3 12.4 33.9 48.7 8.7 12.4 47.5 10.6

山 口 県  3,257  1,231 84.3 19.7 17.7 10.4 34.1 45.6 8.2 11.2 43.2 9.5

徳 島 県  3,212  664 82.1 18.7 14.1 10.6 31.0 44.9 7.7 10.0 41.3 9.5

香 川 県  3,445  861 85.2 17.1 16.6 11.4 33.6 48.0 7.8 11.7 42.7 9.5

愛 媛 県  2,981  1,220 83.6 19.0 15.7 9.7 32.5 46.5 7.6 10.3 42.6 8.3

高 知 県  3,064  637 80.5 14.0 14.2 8.4 29.0 47.1 6.5 9.7 40.4 7.5

福 岡 県  4,388  4,481 86.3 26.1 18.0 13.0 39.7 48.5 9.3 12.5 48.1 9.7

佐 賀 県  3,719  721 83.1 22.7 15.5 11.2 32.0 44.0 6.9 11.2 43.0 8.9

長 崎 県  3,490  1,191 83.0 18.1 14.8 10.4 29.2 45.0 7.5 10.3 43.4 7.3

熊 本 県  3,176  1,548 82.3 17.3 13.4 10.8 30.6 43.9 7.8 9.7 40.8 9.8

大 分 県  3,272  1,016 84.5 19.9 17.4 11.0 33.6 46.6 8.0 11.6 41.3 9.6

宮 崎 県  3,098  955 81.0 17.9 13.9 10.2 25.5 44.4 8.0 10.1 39.7 9.0

鹿児島県  3,167  1,424 83.5 17.6 12.5 10.4 30.4 45.0 7.9 10.2 42.0 9.0

沖 縄 県  3,065  1,231 83.9 20.3 13.4 12.5 36.2 49.8 7.3 8.9 48.4 10.7
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都道府県

邦　楽
(民 謡，

日本古来の

音楽を含む)

コーラス・
声　　楽

カラオケ
邦 舞・
お ど り

洋　舞・
社交ダンス

書　道 華　道 茶　道 和裁・洋裁
編み物・
手　　芸

趣　　味
としての
料 理・

菓子作り

園　芸・
庭いじり
・ガーデ

ニング

全国 2.9 2.8 30.7 1.6 1.4 4.1 1.8 1.6 6.4 10.6 17.8 25.7

北 海 道 2.8 2.2 31.1 1.2 1.1 2.6 1.2 1.5 6.4 12.0 17.8 26.5

青 森 県 2.5 1.4 22.9 1.6 1.1 2.6 1.3 1.0 5.6 10.0 14.3 24.4

岩 手 県 2.5 2.4 24.4 2.4 1.0 3.0 1.4 1.1 6.4 11.5 15.3 27.9

宮 城 県 4.0 2.7 29.9 1.6 1.3 2.9 1.5 1.2 6.6 11.4 17.8 27.7

秋 田 県 3.1 2.0 21.6 2.1 1.1 3.1 1.5 1.4 6.1 10.0 16.1 27.4

山 形 県 2.5 2.3 27.6 1.8 1.1 3.8 2.2 1.3 5.9 10.8 16.8 28.9

福 島 県 2.5 2.6 25.4 1.1 1.0 3.4 1.1 0.6 5.3 9.9 15.1 29.1

茨 城 県 2.3 1.8 29.2 0.9 1.5 4.2 1.6 1.3 5.4 9.8 15.9 32.3

栃 木 県 2.5 2.5 27.4 1.3 1.2 3.7 1.5 1.3 5.9 9.5 17.4 30.5

群 馬 県 2.8 2.5 28.9 1.5 1.3 4.5 1.9 1.4 6.7 10.3 16.3 32.1

埼 玉 県 2.9 3.1 32.6 1.2 1.4 5.4 1.6 1.2 6.6 10.9 18.2 27.1

千 葉 県 2.4 3.1 33.4 1.6 1.6 4.2 1.4 1.4 6.6 11.1 18.0 28.8

東 京 都 3.2 3.9 35.2 1.6 1.9 3.8 1.7 1.7 7.2 10.9 19.9 20.7

神奈川県 3.4 4.4 35.3 1.9 2.0 4.3 1.8 1.3 7.8 11.4 21.1 25.0

新 潟 県 2.4 1.7 26.0 1.7 0.9 3.6 1.8 1.7 5.8 9.7 15.7 26.4

富 山 県 2.9 2.6 27.2 1.9 1.1 3.8 2.5 2.9 5.5 10.4 16.3 28.2

石 川 県 3.2 1.4 28.4 2.0 1.2 3.9 2.6 3.1 5.9 10.0 17.5 26.9

福 井 県 2.7 1.7 27.5 2.0 0.8 4.3 2.8 2.1 5.5 9.7 18.1 26.0

山 梨 県 2.7 2.3 30.9 2.0 1.2 5.3 1.8 1.5 6.1 9.6 16.5 28.4

長 野 県 3.0 3.4 28.4 1.9 1.4 4.1 2.5 1.3 5.6 10.6 18.6 30.2

岐 阜 県 2.7 2.1 26.6 1.6 1.3 4.2 2.1 1.9 5.9 10.2 17.8 27.3

静 岡 県 2.8 2.4 27.2 1.7 1.5 3.8 1.9 1.7 6.2 10.1 15.8 27.1

愛 知 県 3.5 2.5 31.6 1.7 1.2 4.4 1.7 1.8 6.3 9.8 17.4 25.1

三 重 県 3.2 2.3 28.2 1.2 1.0 4.8 2.1 2.1 6.0 11.0 17.8 27.4

滋 賀 県 2.5 2.7 32.2 0.9 1.2 4.5 2.3 1.4 6.7 11.2 20.5 28.7

京 都 府 3.4 3.8 28.7 1.4 1.4 4.7 2.8 2.5 6.7 12.4 17.1 25.2

大 阪 府 2.8 2.9 32.7 1.6 1.7 3.8 1.6 1.8 6.3 10.1 16.8 18.7

兵 庫 県 2.9 3.8 30.5 1.2 1.8 4.9 2.0 1.6 7.1 11.8 18.5 23.7

奈 良 県 2.8 3.1 30.9 1.1 1.3 4.6 2.7 2.4 6.9 11.8 19.4 29.6

和歌山県 1.8 2.5 28.7 1.6 1.0 4.3 1.7 1.0 5.9 9.2 15.4 26.2

鳥 取 県 2.6 2.2 24.5 1.4 0.7 2.9 2.4 2.4 6.4 10.2 15.9 25.3

島 根 県 2.4 2.6 23.9 1.5 1.0 3.8 2.3 2.0 5.5 10.0 16.2 28.2

岡 山 県 2.4 2.4 28.1 1.6 1.0 5.5 2.3 2.0 6.0 11.3 18.2 29.6

広 島 県 2.8 2.2 28.4 1.8 1.0 3.7 1.7 1.9 5.4 11.0 18.4 25.1

山 口 県 2.4 2.1 27.6 1.4 1.4 4.0 2.7 1.6 6.3 11.0 16.0 29.2

徳 島 県 1.8 2.1 26.6 2.8 0.8 4.5 1.8 1.5 5.4 8.9 17.8 28.3

香 川 県 1.9 2.3 25.5 1.7 1.3 4.1 2.1 1.9 5.4 9.5 15.9 29.3

愛 媛 県 2.1 1.9 27.2 1.5 1.1 4.2 2.1 1.7 5.9 9.5 15.5 29.1

高 知 県 2.2 1.6 24.3 1.7 1.0 2.5 1.0 0.7 4.6 8.2 12.8 24.6

福 岡 県 2.9 2.6 32.4 1.8 1.6 4.1 2.3 1.4 5.6 10.3 17.8 24.4

佐 賀 県 3.0 1.8 26.5 1.9 1.1 5.7 2.1 1.4 5.3 9.4 17.1 26.6

長 崎 県 2.5 2.5 26.1 2.2 0.9 4.6 1.5 1.2 5.9 9.7 17.2 26.2

熊 本 県 2.1 1.9 27.0 1.5 1.3 3.9 1.8 1.4 6.0 9.5 16.6 26.1

大 分 県 2.7 2.0 27.7 1.5 0.8 4.3 1.4 1.1 5.7 9.6 17.6 26.9

宮 崎 県 2.1 1.9 27.3 1.8 1.1 3.9 1.1 1.0 6.0 9.0 16.2 27.9

鹿児島県 2.3 2.6 28.4 2.2 1.2 3.6 1.4 0.8 6.7 10.2 17.1 29.1

沖 縄 県 4.8 1.9 39.5 2.2 1.8 3.4 1.3 0.5 4.9 7.0 15.6 21.9

 行動者率（％）
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行動者率（％） 

 
※「社会教育調査」の中から関係データを整理･集計 

 

 

 

 

 

 

都道府県 日曜大工
絵画・彫刻
の　制　作

陶芸・工芸
写 真 の
撮 影・
プリント

詩・和歌・
俳句・小説
などの創作

趣　　味
としての
読　　書

囲　碁 将　棋 パチンコ

テレビゲーム
・パソコン
ゲーム(家庭

で
行うもの,
携帯用を
含む)

遊 園 地，
動植物園，
水　族　館
などの見物

キャンプ その他

全国 10.9 3.5 2.2 24.9 2.5 38.7 1.2 3.2 8.5 35.8 33.8 6.4 3.5

北 海 道 11.9 3.7 1.9 24.5 2.2 37.8 1.3 2.7 10.6 37.0 27.8 11.0 3.8

青 森 県 9.9 1.8 1.1 16.7 2.0 29.7 1.1 3.6 9.7 30.9 21.6 4.8 3.4

岩 手 県 11.9 3.0 1.7 18.1 2.5 33.9 0.9 2.5 10.4 29.9 23.0 4.3 3.3

宮 城 県 11.4 3.1 2.6 23.8 2.1 39.4 1.4 3.4 9.6 34.2 35.7 5.2 3.1

秋 田 県 11.8 2.0 1.1 18.0 1.6 31.5 0.8 2.5 8.6 29.0 26.7 3.8 2.9

山 形 県 10.4 2.7 2.0 19.0 2.4 32.1 0.7 3.4 9.4 31.3 29.9 5.3 3.1

福 島 県 11.5 1.9 1.7 20.7 2.3 33.9 0.9 2.3 9.7 31.3 26.4 5.2 2.5

茨 城 県 13.5 2.9 1.9 23.5 2.1 35.7 1.1 2.5 8.6 35.4 35.7 5.5 3.0

栃 木 県 11.9 3.4 2.0 23.4 2.5 35.2 1.0 3.1 9.1 34.7 34.0 4.7 2.9

群 馬 県 11.7 3.2 2.2 23.5 2.5 35.1 0.9 3.1 8.1 33.5 33.5 5.1 2.8

埼 玉 県 10.4 3.7 2.4 28.2 2.7 41.7 1.0 3.8 7.5 37.4 39.0 6.7 3.5

千 葉 県 12.1 4.0 2.4 28.2 2.5 42.4 1.6 3.6 7.7 38.6 38.1 6.0 3.8

東 京 都 9.3 4.7 2.9 30.5 3.4 49.6 1.7 3.7 4.9 40.6 40.5 6.6 4.3

神奈川県 11.2 4.6 2.7 30.8 3.5 43.9 1.4 3.4 6.8 40.0 39.5 7.8 4.5

新 潟 県 10.3 2.4 1.8 19.2 1.4 33.1 0.9 2.5 8.1 30.7 28.3 4.8 2.9

富 山 県 11.9 2.9 2.1 23.3 1.9 37.0 1.6 2.9 9.1 34.1 33.1 4.5 3.3

石 川 県 11.3 2.9 1.7 22.2 2.7 35.4 1.0 3.7 11.2 35.2 32.8 5.3 3.8

福 井 県 11.9 2.3 1.6 19.8 2.0 33.1 1.2 3.3 11.9 33.0 30.3 5.0 2.8

山 梨 県 11.1 3.5 2.2 21.4 3.0 34.3 1.2 2.5 8.8 32.0 29.9 5.4 3.0

長 野 県 12.8 3.5 2.3 21.9 2.5 36.4 1.1 2.9 8.9 32.8 27.3 6.1 3.3

岐 阜 県 10.5 3.0 2.3 21.6 1.8 32.4 1.2 2.3 10.3 34.3 30.7 5.9 3.7

静 岡 県 10.7 3.3 2.0 21.5 2.2 36.5 1.1 2.4 9.3 34.6 33.5 5.5 3.4

愛 知 県 10.5 3.4 2.6 26.5 2.0 38.7 0.9 3.4 9.9 39.4 39.2 8.8 3.4

三 重 県 12.1 2.7 1.8 23.3 2.5 33.8 1.2 2.7 10.5 36.6 33.6 5.8 3.5

滋 賀 県 13.2 3.4 1.8 25.0 2.1 37.0 0.8 3.9 9.1 37.5 36.1 6.0 3.4

京 都 府 9.9 3.9 2.9 25.2 3.1 40.6 1.3 3.3 7.6 34.8 38.8 5.8 3.6

大 阪 府 9.3 3.6 2.3 24.5 2.3 40.1 1.4 3.5 8.3 37.3 34.7 7.4 3.6

兵 庫 県 10.5 4.2 2.1 26.4 2.4 38.0 1.0 3.0 8.5 35.2 34.5 8.2 4.2

奈 良 県 11.1 4.7 2.9 27.1 2.8 40.4 1.5 3.5 6.7 34.1 35.9 6.6 3.5

和歌山県 11.6 3.2 1.8 20.0 2.1 29.5 0.5 2.9 9.2 32.0 30.5 5.0 3.0

鳥 取 県 10.4 2.7 2.1 18.9 1.9 33.9 1.5 3.5 10.1 30.3 25.7 4.1 2.5

島 根 県 11.1 2.2 2.2 18.7 2.2 33.3 1.4 2.6 8.1 28.8 24.5 3.7 2.4

岡 山 県 10.4 3.3 2.0 23.3 2.9 37.8 2.0 3.6 8.1 33.5 28.0 4.9 3.0

広 島 県 10.6 2.6 2.4 24.0 2.1 35.9 1.3 3.1 8.8 35.3 30.7 5.4 3.1

山 口 県 10.9 2.4 1.6 22.3 2.0 34.5 1.4 2.6 10.2 33.1 31.5 4.2 2.4

徳 島 県 11.6 3.6 1.8 20.8 3.1 33.5 1.1 3.3 9.1 32.1 26.8 5.1 2.6

香 川 県 11.3 2.4 1.3 21.2 2.0 33.9 1.5 3.3 9.4 32.8 28.1 4.8 2.9

愛 媛 県 11.3 2.7 1.6 20.2 2.7 32.9 0.8 3.5 9.9 33.0 24.0 4.3 2.4

高 知 県 10.2 1.9 1.7 17.0 1.6 30.8 0.7 2.2 11.0 29.0 24.0 4.8 2.7

福 岡 県 10.8 3.8 1.8 23.2 2.8 36.0 1.2 3.2 9.5 34.4 29.1 6.0 2.8

佐 賀 県 9.4 2.5 1.7 21.3 1.4 31.3 0.9 2.5 10.4 30.7 26.1 4.0 2.5

長 崎 県 11.6 3.1 1.3 19.3 1.7 31.5 1.0 2.3 10.5 29.9 24.6 4.0 2.9

熊 本 県 10.9 3.0 1.3 21.5 2.2 31.7 1.2 3.6 12.9 30.7 24.3 5.0 3.1

大 分 県 11.7 2.9 1.9 21.8 2.3 32.4 1.1 3.7 10.7 31.6 27.9 5.2 3.2

宮 崎 県 12.1 2.9 2.2 20.3 1.5 30.7 1.2 2.1 12.2 30.8 26.3 5.4 2.5

鹿児島県 13.4 2.8 1.6 20.9 1.9 30.5 0.8 2.5 12.4 30.2 27.4 5.9 2.0

沖 縄 県 13.7 3.3 1.7 19.5 1.7 33.0 1.6 2.7 3.9 28.5 24.8 7.2 2.8

平成 28 年 社会生活基本調査 調査対象 全国約８万８千世帯のふだん住んでいる 10 歳以上の世帯員（第１次抽出単位を

国勢調査調査区とし、第２次抽出単位を世帯とする層化段抽出法） 

調査期日 2016（平成 28）年 10月 20 日（５年ごと） 

               調査方法 調査員による調査票の配布及び収集 
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○ 本県の「特定非営利活動促進法の施行状況」（平成 31 年１月 31 日現在） 

 

 
１ 認証法人数とその認証年度別内訳（※解散・所轄庁変更があった法人は減算） 

 
 

 

 

２ 認証法人の活動分野 （複数該当） 

   

  
  

 
※平成 24 年４月１日付け法改正により、県内３政令市分を除き、内閣府より移管された法人数を加算。 

 

 

 

 

 

 

[政策局ＮＰＯ協働推進課調査] 

件 件 件 件 件 件 件 件

件 件 件 件 件 件 件 件

件 件 件 件 件78 77 62 71 37

87 94

26年度 27年度 28年度 29年度 30年度

109 74 70 76 86 97

83 111

18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

16年度 17年度

1,489 法人 1 26 44 53 76 77

現 在 の
認証法人数

認証した年度別の内訳

10年度 11年度 12年度 13年度 14年度 15年度

①保健・医療・福祉 件 ②社会教育 件

③まちづくり 件 ④観光振興 件

⑤農山漁村・中山間 件 ⑥学術・文化・芸術・スポーツ 件

⑦環境の保全 件 ⑧災害救援 件

⑨地域安全 件 ⑩人権・平和 件

⑪国際協力 件 ⑫男女共同参画社会 件

⑬子どもの健全育成 件 ⑭情報化社会 件

⑮科学技術の振興 件 ⑯経済活動の活性化 件

⑰職業能力・雇用機会 件 ⑱消費者の保護 件

⑲連絡・助言・援助 件462

578 80

42 152

221 55

297 68

104 133

183 57

833 496

405 51

26 410
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○ 「公共施設状況調査」市町村立公会堂・市民会館等の設置状況 

平成 23 年度               平成 28 年度 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

　　　　項目

市町村名

公会堂・

市民会館
公民館 図書館 博物館

　　　　項目

市町村名

公会堂・

市民会館
公民館 図書館 博物館

横浜市 25 0 18 2 横浜市 27 0 18 5

川崎市 11 13 12 2 川崎市 8 13 12 2

相模原市 6 32 4 1 相模原市 7 32 4 1

横須賀市 3 0 4 3 横須賀市 3 0 4 5

平塚市 1 26 4 2 平塚市 1 26 4 2

鎌倉市 1 5 5 1 鎌倉市 1 0 5 1

藤沢市 3 15 4 0 藤沢市 3 15 4 0

小田原市 1 0 2 1 小田原市 1 0 2 1

茅ヶ崎市 2 5 2 0 茅ヶ崎市 2 5 2 1

逗子市 1 2 1 0 逗子市 3 0 3 0

三浦市 1 2 3 0 三浦市 1 2 3 0

秦野市 1 11 1 1 秦野市 1 11 1 1

厚木市 1 16 1 1 厚木市 1 16 1 1

大和市 0 5 1 0 大和市 1 5 1 0

伊勢原市 1 7 1 0 伊勢原市 1 7 1 1

海老名市 1 0 2 0 海老名市 2 0 2 0

座間市 1 3 1 0 座間市 1 3 1 0

南足柄市 1 1 1 0 南足柄市 1 1 1 0

綾瀬市 1 6 1 0 綾瀬市 1 6 1 0

葉山町 1 0 1 1 葉山町 1 0 1 1

寒川町 0 4 1 0 寒川町 0 4 1 0

大磯町 1 0 2 1 大磯町 1 0 2 2

二宮町 2 1 1 0 二宮町 2 1 1 0

中井町 0 1 0 0 中井町 0 1 0 0

大井町 2 0 0 0 大井町 2 0 0 0

松田町 1 1 0 0 松田町 1 1 1 0

山北町 0 2 0 0 山北町 0 2 0 0

開成町 0 0 0 0 開成町 0 0 0 0

箱根町 0 5 0 1 箱根町 0 4 0 1

真鶴町 0 1 1 0 真鶴町 0 1 1 0

湯河原町 10 0 1 1 湯河原町 10 0 1 1

愛川町 0 3 0 0 愛川町 0 3 0 1

清川村 2 0 1 0 清川村 2 0 1 0

県計 81 167 76 18 県計 85 159 79 27

公共施設状況調査 
調査対象 ○「公会堂、市民会館」；公会堂及び市民会館等の名称により、住民の生活文化の向上

を図ることを目的として設置された施設 
○「公民館」；社会教育法第 21 条の規定により設置している公民館 
○「図書館」；図書館法第２条の規定による図書館（分館を含む） 
○「博物館」；博物館法第２条の規定による博物館及び同法第 29 条規定による博物館

に相当する施設として指定された施設 
調査期日 各年度３月 31日現在 
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○ 2017 年度メセナ活動実態調査 

 

表１ メセナ活動の主な実施地域（都道府県別） 

  

表２ 「文化・芸術支援のため」で特に重視した点（241 社） 

 

表３ 「芸術・文化による社会課題解決のためのため」で特に重視した点 （174 社） 

 

表４ プログラムの実施分野 （実施件数計 1,592 件） 

 

 

 

 

都道府県名 企業数（社）

東京都 142
大阪府 23
愛知県 16
神奈川県 10

2017 年度メセナ活動実態調査 
調 査 対 象 全上場企業、非上場企業売上高上位企業、企業メセナ協議会会員企業

等 1966 社 
調 査 時 期 2017 年 7 月～9月 
調 査 方 法 郵送および WEB によるアンケート調査 
調査対象期間 2016 年 4月 1 日～2017 年 3月 31日（2016 年度） 
有効 回答数 340 社（有効回答率 17.3％） 
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〇 平成 29 年度県民ニーズ調査「神奈川の文化芸術」の概要 

 

１ 調査目的 

神奈川県では、県民の意識・価値観などの変化や多様化する生活ニーズを把握し、そ

の結果を施策に反映するため、毎年度「県民ニーズ調査」として、県政全般について

の「基本調査」と、特定のテーマについての「課題調査」を実施しています。 

2017（平成29）年度の課題調査において、「神奈川の文化芸術」についての意識調査

を行いました。 

 

２ 調査設計 

(1) 調査地域：  神奈川県全域 

(2) 調査対象：  県内在住の満 18 歳以上の男女 

(3) 標本数：   3,000 標本 

(4) 標本抽出方法：住民基本台帳からの層化二段無作為抽出 

(5) 調査方法：  郵送による配布及び回収 

(6) 調査期間：  2017（平成 29）年 10 月 6 日～10 月 30 日 

 

３ 回収結果 

  

 

 
 
 

 
 
４ 回答者の居住地域 
                （％） 

横浜 37.7 
川崎 14.0 
相模原 7.0 
横須賀三浦 9.0 
県央 8.7 
湘南 14.6 
県西 4.2 

          （無回答  4.8 ） 

 

 

 

 

 

 

標本数 3,000 標本 

有効回収数 1,278 標本 

有効回収率 42.6％ 
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問 1 あなたは、ここ１年くらいの間に、次にあげるような文化芸術について、ホールなどでの公演や展覧会等へ行っ

たことがありますか。また、今後行ってみたい（引き続き行きたい）と思いますか。あてはまる分野をすべて選んでくだ

さい。（○はいくつでも） （n=1,278）（％） 

 

 

  

 

 

 

 

問１-１ 【問１で「１ 鑑賞しに行ったことがある」に１つでも○をつけた方に】主にどの地域で鑑

賞しましたか。次の地域から３つまで選んでください。（○は３つまで） 

(n=841)(%) 

１ 横浜             58.4  ２ 川崎             14.7  ３ 相模原                6.2 

４ 横須賀三浦（横須賀市、鎌倉市、逗子市、三浦市、葉山町）                             10.2 

５ 県央（厚木市、大和市、海老名市、座間市、綾瀬市、愛川町、清川村）                       9.5 

６ 湘南（平塚市、藤沢市、茅ヶ崎市、秦野市、伊勢原市、寒川町、大磯町、二宮町）                13.8 

７ 県西（南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、小田原市、箱根町、真鶴町、湯河原町）     7.5 

８ 東京都 51.7  ９ 千葉県 0.7  10 埼玉県 1.4  11 静岡県 1.5  12 山梨県 0.6  13 その他 3.9 

(無回答 1.8)  

 

1.3 

4.9 

7.8 

8.5 

9.7 

11.3 

12.2 

16.4 

34.0 

34.9 

36.4 

010203040

2.0 

13.1 

21.0 

18.7 

29.7 

29.0 

17.8 

33.1 

28.2 

35.8 

26.1 

0 10 20 30 40

無回答（4.2％） 

映画、アニメ、CG（コンピュータグラフィクス）

など映像作品 

音楽（歌謡曲、ポップス、ロック、ジャズ、 

管弦楽、室内楽、声楽、オペラなど） 

美術（絵画、彫刻、工芸、陶芸、写真など） 

演劇（現代劇、ミュージカルな

生活文化（生け花、盆栽、書道な

伝統芸能（歌舞伎、能、狂言、文楽、日本 

舞踊、神楽、お囃子、人形芝居、農村歌舞伎な

ど） 
演芸（落語、講談、漫才、浪曲な

舞踊（バレエ、ダンスな

ど） 
日本の伝統音楽（民謡、三味線、琴、

長唄、和太鼓など） 

文学（詩、俳句、短歌、小説等の展覧会など） 

その他 

ここ 1年の間にホールなどで鑑賞したことはなく、 

今後鑑賞に行きたいとも思わない（12.1％） 

鑑賞しに行ったことがある 
今後行ってみたい 

（引き続き行きたい） 
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問２ あなたは、現在、文化芸術活動（鑑賞を除く）をしていますか。また、今後活動してみたい（引き続き活動したい）

と思いますか。あてはまる分野をすべて選んでください。（○はいくつでも）（n=1,278）（％） 

 

 

  

 

 

 

問２‐１ 【問２で「１ 現在活動している」に１つでも○をつけた方に】文化芸術活動をする際に、

どのような不満や不便を感じますか。次の中からあてはまるものを３つまで選んでください。（○は

３つまで）                                   (n=184)(%) 

１ 練習や稽古をする適当な場所がない  26.6 

２ 展示や発表をする適当な場所がない  13.0 

３ 指導をしてくれる人が見つからない   6.5 

４ 一緒にやる仲間が見つからない     7.1 

５ 活動に関する情報が少ない       6.0 

６ 学ぶための教室や講習が少ない    13.0 

７  受講料や参加費が高い           30.4 

８ 自分で学ぶための良いプログラムが少ない   6.5 

９ 自分自身で時間があまりとれない      23.9 

10 その他                   1.1 

11  特に不満や不便に感じることはない     21.7 

(無回答 4.9) 

0.4 

0.2 

0.7 

0.8 

0.9 

1.2 

1.3 

1.7 

3.6 

4.5 

4.9 

05101520

1.3 

3.4 

5.2 

7.4 

4.8 

5.7 

5.5 

4.9 

12.9 

15.3 

16.6 

0 5 10 15 20

美術（絵画、彫刻、工芸、陶芸、写真など） 

音楽（歌謡曲、ポップス、ロック、ジャズ、 

管弦楽、室内楽、声楽、オペラなど） 

生活文化（生け花、盆栽、書道など） 

舞踊（バレエ、ダンスなど） 

映画、アニメ、CG（コンピュータグラフィクス）

など映像作品 

文学（詩、俳句、短歌、小説等など）※読書は除く 

演劇（現代劇、ミュージカルなど） 

日本の伝統音楽（民謡、三味線、琴、長唄、 

和太鼓など） 

伝統芸能（歌舞伎、能、狂言、文楽、日本 

舞踊、神楽、お囃子、人形芝居、農村歌舞伎など） 

演芸（落語、講談、漫才、浪曲な

その他 

現在活動しておらず、今後活動したいとも思わない

（44.2％） 

現在活動している 
今後活動してみたい 

（引き続き活動したい） 

無回答（12.3％） 
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○ 県内市町村における子ども・青少年を対象とした文化芸術の鑑賞機会や体

験機会調査 

 
１ 本件調査は、県内市町村文化芸術振興担当課から回答のあった市町村内の子ども・

青少年を対象とした、文化芸術の鑑賞機会や体験機会についてとりまとめた。 

２ 調査時期 

 2018（平成 30）年４月 11 日～４月 20日 

３ 調査結果 

  下記のとおり 

 

 

 

 
 

地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

横
浜 

横浜市 

音美演

伝舞 

芸術文化教育プログ

ラム（平成 29 年

度） 

市立小・中・特別支援学校（希望

校） 14,887 両 

演 
ミュージカル鑑賞会

（平成 29年度） 

市内在住・在学の中学生 
264 鑑 

音 

心の教育ふれあいコ

ンサート 

全市立小 4～6 年のうち 1 学年(339

校)、市立特別支援学校(4/12校･希望

制） 

32,000 鑑 

音演伝

舞 

文化芸術による子供

の育成事業（文化庁

事業） 

希望する小学校・中学校・高等学

校・特別支援学校（抽選による） 13,082 両 

演 
こころの劇場 希望する小学校６年生（抽選によ

る） 
11,502 鑑 

美 

子どものアトリエ 希望する幼稚園・保育園・小学校・

特別支援学校小学部、私立小学校に

あたる児童。 

25,000 両 

川
崎 

川崎市 

伝 
子ども狂言教室 川崎市在住・在学の小学校 3 年生か

ら中学生 
29 鑑 

音 

かわさきジャズ「音

あそび～ジャズでつ

ながろう～」 

未就学児とその保護者 

122 両 

音 

かわさきジャズ 人

材育成ワークショッ

プ 

小学生 

約 700 体 

音 
音と科学の実験室

「夏ラボ」２０１７ 

市内・近隣自治体の子どもと保護者 
1,166 体 

音 
こどもフェスタ 春 

楽器体験 

4 歳～小学 6年生 
302 体 

音 
こどもフェスタ 春 

音のワークショップ 

小学 4年～6年生 
28 体 

音 こどもフェスタ 夏 4 歳以上の子どもと保護者 2,377 鑑 

音 
ミューザの日 コンサートは 4 歳以上、小学生を中

心とした家族連れ 
13,000 鑑 

音 

フランチャイズオー

ケストラ市内巡回公

演 

市内のマタニティ、親子、乳児、幼

児、児童、障碍者、高齢者等ホール

に来場することが困難な方 

約 500 鑑 

音 
こどもの日オープン

ハウス 

川崎市民、在勤、在学者。近隣自治

体の市民。 

延べ

2,800 
鑑 

音 
音の放課後プロジェ

クト 

小学生～中、高校生 
35 体 

凡例；【分野】映（映像）、音（音楽）、美（美術）、演（演劇）、伝（伝統芸能）、 

文（文学）、舞（舞踊）、生（生活文化）、メ（メディア）、歴（歴史）、 

総（総合） 

【体験・鑑賞】体（体験）、鑑（鑑賞）、両（両方） 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

川
崎 

川崎市 

音 
わたしもぼくもオル

ガニスト！ 

鍵盤楽器を習っている中学 3 年生ま

での子ども 
17 体 

音 
ジュニアプロデュー

サー企画 

川崎市内の小学校 4 年～6 年生 
32 体 

音 リトルミューザ 川崎市内の中・高校生 13 体 

音 
ジュニア・オーケス

トラ育成 

20 歳以下 
50 体 

音 

神奈川フィルハーモ

ニー管弦楽団による

ボランティア公演 

在校生や入所児童、及びその関係者 

延べ 820 鑑 

映 映像制作体験授業 市内の小中学校 561 体 

映 
映像ワークショップ 

等 

小学生～中学生 
約 200 体 

映 
ジュニア映画制作ワ

ークショップ 

川崎市内・川崎市付近在住の中学生 
28 体 

演 

夏休みワークショッ

プフェスティバル２

０１７ ミュージカ

ルワークショップ 

小学生 

40 体 

演 

夏休みワークショッ

プフェスティバル２

０１７ ことばのワ

ークショップ 

小学生以上 

50 体 

映 

夏休みワークショッ

プフェスティバル２

０１７ キノーラワ

ークショップ 

小学生 

50 体 

映 

夏休みワークショッ

プフェスティバル２

０１７ 映画ワーク

ショップ 

小学 3年生～6 年生 

15 体 

音 

夏休みワークショッ

プフェスティバル２

０１７ 映画音楽ワ

ークショップ 

小学 4年生～6 年生 

12 体 

映 

夏休みワークショッ

プフェスティバル２

０１７ 映画鑑賞ワ

ークショップ 

小学 3年生～6 年生 

12 体 

歴美 社会科教育推進事業 川崎市公立小学校４年生 9,588 両 

美 
学校向け鑑賞プログ

ラム 

乳幼児～高校生 
8,500 鑑 

生 学校体験学習 市内外の公私立小学校（59 校） ― 体 

生 

夏休み親子体験講座

（①わら細工②竹細

工③はたおり） 

①②小学 3 年生以上 ③小学生以

上、いずれも親子対象 

①5  

②2  

③13  

体 

生 
こどもまつり期間中

の各種催事 

期間中来園の子ども青少年全般 
1,114 体 

生 

年中行事（①民家園

の七夕②お月見デー

③小正月モノヅク

リ） 

①子ども含む一般も対象（一部小学3

年生～中学生対象の催しあり）②子

ども含む一般も対象③子ども優先 
246 体 

生 

建築関連ワークショ

ップ（①おしえて大

工さん！②古民家探

偵入門） 

①子ども含む一般も対象②小学 3～6

年生 
162 体 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

川
崎 

川崎市 生 

建築関連ワークショ

ップ（①おしえて大

工さん！②古民家探

偵入門） 

①子ども含む一般も対象②小学 3～6

年生 
162 体 

相
模
原 

相模原市 

音 音楽鑑賞会 市立小学校５年生 6,700 鑑 

演 演劇教室 市立中学校１年生、特別支援学級 5,892 鑑 

音演舞 

文化芸術による子供

の育成事業（文化庁

事業） 

市立小中学校（対象学年は各校によ

り異なる） ― 鑑 

横
須
賀･
三
浦 

横須賀市 
音 オーケストラ鑑賞会 市内公私立小学校５年 約 3,200 鑑 

美 小学生美術鑑賞会 市内公立小６年生 約 3,200 鑑 

鎌倉市 

美 

子ども参加プログラ

ム（日本画・多色摺

り木版画） 

小・中・高校生 

111 体 

美 
春休み・夏休み 親

子鑑賞 

小・中学生と保護者 
285 鑑 

美 

「親子で美術館へ行

ってみよう！美術館

で絵画鑑賞と日本画

入門体験！ 

未就学児～小学 3年生までと保護者 

24 体 

文 
やってみよう文学館

のおしごと 

小学１年生から６年生 
10 体 

文 おはなし会 幼児から小学校６年生 50 鑑 

文 
角野栄子のお話しの

扉 

幼児から小学校６年生 
150 鑑 

映 
子どもシナリオ・映

画教室 

鎌倉市内の小学校４年生から６年生 
23 両 

映 
ぐるぐるアニメワー

クショップ 

小学生 
35 体 

映 
冬の子ども上映会・

ワークショップ 

小学生低学年以下 
22 体 

映 
冬の子ども上映会・

ワークショップ 

小学生以上 
16 体 

映 映画で発見！ 小学生 34 鑑 

映 
むかしむかしにタイ

ムスリップ！ 

３歳～小学校３年生 
14 鑑 

映 
子どもシナリオ映画

教室 作品上映会 

入館者 
60 鑑 

映 
こどもおはなし映画

館 

未就学児と保護者 
27 鑑 

音美伝 
鎌倉芸術館オープン

ハウス（2014） 

こどもとその保護者、地域住民（年

齢制限なし） 

延べ 

3,808 
両 

映 

かまくらキッズ・フ

ェスタ×かまくら銀

幕上映会 

３歳以上のこどもとその保護者 

900 鑑 

音 

かまくらキッズ・フ

ェスタ 音楽の絵本

「アミーゴ」 

３歳以上のこどもとその保護者 

1,268 鑑 

音 
上原彩子の「くるみ

割り人形」 

４歳以上のこどもとその保護者 
371 鑑 

音美伝 
鎌倉芸術館オープン

ハウス（2015） 

こどもとその保護者、地域住民（年

齢制限なし） 

延べ 

7,193 
両 

音 

かまくらキッズ・フ

ェスタ 音楽の絵本

「ＪＩＶＥ」 

３歳以上のこどもとその保護者 

1,389 鑑 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

横
須
賀･

三
浦 

鎌倉市 

 

音美演

伝 

鎌倉芸術館オープン

ハウス（2016） 

こどもとその保護者、地域住民（年

齢制限なし） 
延べ 3,263 両 

音 

アンドレアス・オッ

テンザマー 公開レ

ッスン 

大船高校吹奏楽部所属の高校生 

3 両 

音 

かまくらキッズ・フ

ェスタ 音楽の絵本

「ブリランテ」 

３歳以上のこどもとその保護者 

1,380 鑑 

演 

かまくらキッズ・フ

ェスタ おいしいお

かしいおしばい「わ

かったさんのクッキ

ー」 

４歳以上のこどもとその保護者 

260 鑑 

音 

須川展也サクソフォ

ン・リサイタルアウ

トリーチ／アフター

イベント 

①【アウトリーチ】各校吹奏楽部所

属の生徒  ②【アフターイベント】

近隣中学校・高校吹奏楽部所属の生

徒、吹奏楽愛好家 

①3  

②100 以上 
両 

音美 

鎌倉芸術館キャラバ

ン隊「こどもＡＲＴ

フェス」 

地元のこどもとその保護者 

100 両 

音美 
青空ふれあいマルシ

ェ 

地元のこどもとその保護者 延べ 

500 
両 

音美演

伝 

腰越地域老人福祉セ

ンター なごやかフ

ェスタ 

地元住民とそのこども・孫 
延べ 

300 
鑑 

音 

佐渡裕×シエナ・ウ

インド・オーケスト

ラ青少年のための公

開リハーサル 

小学生以上２４歳以下、その保護者

（事前申込制） 
600 鑑 

伝 

鎌倉市内小学生のた

めの狂言鑑賞＆体験

教室 

市内小学校 高学年 

1,282 両 

音 リコーダー発表会 小学生 116 体 

音伝 
鎌倉青少年会館フェ

スティバル 

小・中学生（鑑賞はフリー） 
382 両 

美 こども鎌倉彫教室 小学生 延べ 21 体 

美 親子陶芸教室 小学３年生～６年生と保護者 50 体 

美 鎌倉彫り教室 小学４年生以上の青少年 8 体 

生 こども茶会 小学２年生（保護者同伴）～中学生 35 体 

演 
地域子育て支援事業 地域の未就学児とその保護者及び在

園児 
114 鑑 

美 
夏休み子ども仏像写

生大会 

小学生と保護者 
17 体 

美 

国宝館でひなまつり

～オリジナル紙びな

を作ろう！～ 

小学校３年生以下の子どもと保護者 

15 体 

美 

ワークショップ「ペ

ーパー甲冑をつくろ

う！」 

小学生と保護者 

19 体 

生 

ワークショップ「知

る！きく！比べる！

博物館でお香体験」 

小学生と保護者 

27 体 

音 
子どものためのウィ

ンターコンサート 

市内在住在学の児童・生徒及びその

家族 
253 鑑 

音伝 
かまくらこどもコン

サート 

市内在住在学の児童・生徒及びその

家族 
600 鑑 

伝 
鎌倉の伝統文化を体

感する～流鏑馬～ 

市内公立学校に通う小学６年生～中

学３年生 
31 体 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

横
須
賀･

三
浦 

鎌倉市 伝 
鎌倉の伝統文化を体

感する～鎌倉薪能～ 

市内公立学校に通う中学１年生～中

学３年生 
2 体 

逗子市 

文 

絵本作家山本省三さ

んと一緒に絵本を作

ろう2017 子どもの

ための手づくり絵本

講座 

小学生  

 

67 体 

生 

白戸さんと作ろう！

新聞紙で作る素敵な

エコバッグ こども

向け講座 

小学生以下 

9 体 

音 

０才からのコンサー

ト こどもブリッツ

～小さな小さな吹奏

楽～ 

０才以上 

261 鑑 

伝 

ホールオープンデー

楽器体験 お囃子公

開 WS 『小鼓』・

『大鼓』を体験しよ

う！ 

小学生以上 

29 体 

伝 囃子方合奏団 稽古 小学生以上 24 体 

伝 

逗子和奏楽会 お囃

子コンサート ～聴

く能狂言 

①全年齢 ②小学生以上 

188 両 

音 

クリスマスキッズコ

ン サ ー ト  Beat 

Factory パーカッシ

ョンアンサンブル 

小学生以上 
173  

(直近 

１年間) 

鑑 

音生 

アート便 2017 

（落語・パントマイ

ム・音楽から選択） 

市立小中学生、施設利用者 

1,878 両 

伝 逗子こども能 稽古 小中学生 31 体 

伝 
逗子こども能 2017

発表会 
①全年齢 ②小中学生 235 両 

音 
親子スマイルミュー

ジック day 
０歳以上 55 鑑 

音伝 和楽器体験講座 小学１年生から高校３年生 76 体 

音演 
ミュージカル体験講

座 
小学１年生から高校３年生 20 体 

美 

ペーパークラフト体

験講座 ①ポップア

ップカード／②ペー

パークイリング 

小学１年生から高校３年生 32 体 

音 リコーダー教室 小学３年生から小学６年生 67 体 

音 フルート講座 小学４年生から中学３年生 19 体 

美 
ポスターデザイン講

座 
小学１年生から小学６年生 16 体 

伝 茶道体験講座 小学４年生から高校３年生 32 体 

美 
手作り講座～Gift 

from me～ 
小学１年生から小学６年生 21 体 

音 
逗葉地区青少年音楽

祭 
逗葉地区中学・高校の吹奏楽部 約 400 両 

三浦市  
    

  

葉山町 

音 
逗葉地区青少年音楽

祭 

逗葉地区中学・高校の吹奏楽部 
約 250 両 

音 

葉山の子ども達のた

めの音楽会 音楽の

絵本 

0 歳～ 

約 450 鑑 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

湘
南 

平塚市 

美 
教育普及事業（ワー

クショップ） 

市内外の小中高校生（親子含む） 
645 体 

美 
教育普及事業（スク

ールプログラム） 

市内外の小中学生 
1,324 鑑 

美 
教育普及事業（対話

による美術鑑賞） 

市内の小中学生 
600 鑑 

演 
こころの劇場（ミュ

ージカル鑑賞） 

市立小６年 
約 2,450 鑑 

演音伝 芸術鑑賞教室 各小中学校 約 20,400  鑑 

総 
芸術文化子ども体験

事業 

市内小・中学生（実施場所による） 
612 体 

藤沢市 

演 こころの劇場 市内小学６年生 3,845 鑑 

美舞伝 わくわく体験ひろば 市内小・中学生 1,720 体 

音 
アウトリーチ事業 藤沢市立小中学校（12／54 校、申

込制） 
1,403 両 

茅ヶ崎市 

音演伝 

キッズ応援☆プログ

ラム（舞台芸術の鑑

賞機会の提供） 

各公演により異なる｡(０歳～18 歳

位)／個人単位参加 

826  

(直近 

1 年間) 

鑑 

伝 
チャレンジ！こども

日本舞踊講座 

小学生／個人単位申込 
18 体 

演 

小学生のための演劇

体験ワークショップ

(夏・冬) 

小学校４年生～６年生／個人単位申

込 31 体 

演 
中高生のための演劇

体験ワークショップ 

中学生・高校生 
16 体 

音 

オンガクざんまい

（クラシック音楽公

演） 

子ども(０歳～１８歳)と保護者 

約 350 鑑 

音 

オンガクざんまい 

出前コンサート(ア

ウトリーチ) 

児童発達支援センター・事業所児童

と保護者、職員 約 90 鑑 

伝 

おやこ茶道教室～お

父さんお母さんにお

茶をふるまおう 

小学生・中学生と保護者 

22 体 

（歴） 

親と子の考古学講座

～勾玉の首飾りを作

ろう～ 

小中学生と保護者 

30 体 

美 

展覧会「夏の福袋」

（展示及びワークシ

ョップ） 

主に子ども（０歳～18 歳）と保護

者 約 5,000 体 

美 

展覧会鑑賞会（スク

ールプログラム事

業） 

小中高生と教員 

453 鑑 

美 
０歳からの家族鑑賞

会 

子ども(０歳～小学生）と保護者 
52 鑑 

演 こころの劇場 市内小学５年生 約 2,000 鑑 

美 

美術「みるっこ」プ

ログラム事業 鑑賞

出張講座 

５歳児 

約 500 鑑 

秦野市 
舞 

日本舞踊ワークショ

ップ 

市内小中学生 
96 体 

伝 
義太夫ワークショッ

プ 

市内小中学生 
123 体 

伊勢原市 

演 小学校演劇鑑賞会 市内公立小学校６年生 898 鑑 

音 小学校音楽鑑賞会 市内公立小学校５年生 872 鑑 

伝 大山能楽講座 全校生徒 563 体 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

湘
南 

伊勢原市 

音 
伊勢原市少年少女音

楽祭 

市内在住の小学生男女等(公・私立

とも) 
84 両 

音 
元気っ子アンサンブ

ル教室 

リコーダー部：市内小学校３年生・

音楽部：市内小学校４～６年生 
40 体 

音 
いせはらフレンドコ

ンサート 

対象問わず 
200 両 

寒川町 

音 
「生きる力」育成事

業 

小学校１～６年生 
364 鑑 

演 
「生きる力」育成事

業【影絵、演劇鑑賞 

小学校１～６年生 （４校合計） 
2,006 鑑 

音 
「生きる力」育成事

業 

町民センター、中学校（３校合計） 
1,305 鑑 

大磯町       

二宮町 音演伝 芸術鑑賞 各小学校児童 1,296 鑑 

県
央 

厚木市 

伝 
郷土芸能普及公演事

業 

市内の大学、高校、小・中学校、保

育施設、公民館 
3,760 鑑 

伝 
郷土芸能出前体験教

室事業 

市内小・中学校、市内公民館 
384 両 

音 学校訪問コンサート 市内小中学生 427 鑑 

大和市 

音演 小学校芸術鑑賞教育 全市立小児童 11,728 鑑 

音演 中学校芸術鑑賞教育 全市立中生徒 5,432 鑑 

美 
対話による美術鑑賞

事業 

市立小児童 
2,682 鑑 

音舞生 
やまと子ども伝統文

化塾 

教室により異なる（主に市内在住

小、中学生） 
204 体 

音舞生 
やまと伝統文化フェ

スティバル 

なし 
1,414 両 

海老名市 

演 えびなっ子スクール 小学生 868 体 

伝 
ささら踊り普及啓

発・後継者育成事業 

市内の小学校１年生～中学校３年生 
97 体 

伝 
大谷芸能保存会（素

人歌舞伎） 

地元小・中学生 
約 5 両 

演音 芸術鑑賞会 小学生 約 5,800 鑑 

美 
ゴトー孟の「宇宙船

ワークショップ」 

小学生（＊住所問わず） 
50  体 

音 

《第 2 回海老名 3館

フェス》ピアノニマ

ス先生の小さな音楽

会 

概ね小学校低学年とその保護者 

80  鑑 

- 
大ホールのバックス

テージツアー 

小学生とその保護者（＊住所問わ

ず） 
8  体 

音 

ピアノとブラスで楽

しむファミリーコン

サート 

幼児〜概ね小学校低学年とその保護

者 281  鑑 

座間市 音演 芸術鑑賞会 市立小学校全校児童 6,324 鑑 

綾瀬市 音 
小学校への音楽アウ

トリーチ事業 

市内全小学校（全 10 校）で全校児

童を対象。 
4,376 鑑 

愛川町 音 若者たちの音楽祭 年齢・住所問わず 388 鑑 

清川村 

演 
小学校芸術鑑賞会 村内公立小学校 児童全員   

村立幼稚園 年長児 
約 150 鑑 

音 中学校芸術鑑賞会 村内公立中学校 生徒全員 約 70 鑑 

映 子ども映画上映会 幼児・小中学生・一般 75 鑑 

西
湘 

小田原市 
音舞伝 アウトリーチ事業 市の小中学校等 5,218 両 

美 
おだわら・コドモ・

アート 

小学生以上 
229 体 
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地区 市町村 分野 事業内容 対象者･年齢 人数 
体験・ 

鑑賞 

西
湘 

箱根町 
（生） 

明星展・社会教育セ

ンターまつり 

町民（昨年度から町内小学校 3 年生

の社会科校外学習とされた） 
530 体 

演 芸術鑑賞会 町内の小学校児童等 約 430 鑑 

真鶴町 生 

夏休み子どもフェス

ティバル「子ども陶

芸教室」 

町内の小学生１～６年生 

60  体 

湯河原町      
  

足
柄
上 

南足柄市 

メ 夏休みマンガ教室 市内の小学校４年生～中学生 31 体 

映 子ども映画会 小学生 20 鑑 

（芸） 楽しい鑑賞会 小学生 88 鑑 

伝 
内山剣舞踊り（無形

民俗文化財）の指導 

小学４･５年生 
13 体 

生 
夏休み考古学教室

（土器づくり体験） 

小学校３年生～６年生、中学 1年生 
20 体 

中井町 

演 
芸術鑑賞会 中村小 全校児童、保護者（希望

制） 
206 鑑 

演 
芸術鑑賞会 小学校１年生～６年生・なかいこど

も園園児 
268 鑑 

（芸） 
芸術鑑賞会 全校生徒・保護者希望者 

260 鑑 

音 
おたのしみ会 ３，４，５歳児 

127 鑑 

音 

ウィンターコンサー

ト 

０～５歳児（長時間保育児）、３～

５歳児の短時間保育児希望者と保護

者 

98 両 

大井町 

演 
七歳の祝い（演劇鑑

賞) 

来年度就学児童と保護者 
約 270 鑑 

演 
大井町ＰＴＡ連絡協

議会芸術鑑賞会 

小・中学校の子ども及びその保護者 
251 鑑 

映 
子ども会親子芸術鑑

賞会 

子ども会加入者（１～６年生）及び

その保護者 
約 300 鑑 

松田町 

音演 
文化芸術鑑賞事業 町立小・中学校 

680 鑑 

伝 
民俗芸能伝承教室

（松田大名行列） 

町立松田小学校４年生 
60 体 

伝 
民俗芸能伝承教室

（松田大名行列） 

町立松田中学校１年生 
62 体 

伝 
民俗芸能伝承教室

（松田大名行列） 

町立中学校 
17 体 

山北町 （歴） 

社会科副読本「歴史

文化から学ぶわたし

たちの山北」配付 

5～6 年生 

130 体 

開成町 

音演 
芸術鑑賞会 文命中学校生徒、教職員、保護者 

約 550 鑑 

音演 
教養行事 開成幼稚園園児、教職員、保護者 

約 250 両 

音演 
お誕生会（人形劇・

ハンドベル演奏） 

開成幼稚園園児、教職員 
200 両 

音 
文命中学校吹奏楽鑑

賞 

開成幼稚園児 
180 鑑 

音演 
教養的な集会 町立小学校児童、教職員、保護者 

1,200 鑑 

 
 

※市町村アンケート調査による回答集計【実施期間：平成 30 年度４月実施】 
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○ 文化芸術基本法 
 

平成13年法律第148号 

 

文化芸術を創造し、享受し、文化的な環境の中で生きる喜びを見出すことは、人々の変わらない願いで

ある。また、文化芸術は、人々の創造性をはぐくみ、その表現力を高めるとともに、人々の心のつながり

や相互に理解し尊重し合う土壌を提供し、多様性を受け入れることができる心豊かな社会を形成するもの

であり、世界の平和に寄与するものである。更に、文化芸術は、それ自体が固有の意義と価値を有すると

ともに、それぞれの国やそれぞれの時代における国民共通のよりどころとして重要な意味を持ち、国際化

が進展する中にあって、自己認識の基点となり、文化的な伝統を尊重する心を育てるものである。 

我々は、このような文化芸術の役割が今後においても変わることなく、心豊かな活力ある社会の形成にと

って極めて重要な意義を持ち続けると確信する。 

しかるに、現状をみるに、経済的な豊かさの中にありながら、文化芸術がその役割を果たすことができ

るような基盤の整備及び環境の形成は十分な状態にあるとはいえない。二十一世紀を迎えた今、文化芸術

により生み出される様々な価値を生かして、これまで培われてきた伝統的な文化芸術を継承し、発展させ

るとともに、独創性のある新たな文化芸術の創造を促進することは、我々に課された緊要な課題となって

いる。 

このような事態に対処して、我が国の文化芸術の振興を図るためには、文化芸術の礎たる表現の自由の

重要性を深く認識し、文化芸術活動を行う者の自主性を尊重することを旨としつつ、文化芸術を国民の身

近なものとし、それを尊重し大切にするよう包括的に施策を推進していくことが不可欠である。 

ここに、文化芸術に関する施策についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、文化芸術に関する

施策を総合的かつ計画的に推進するため、この法律を制定する。 

 

   第１章 総則 

（目的） 

第１条 この法律は、文化芸術が人間に多くの恵沢をもたらすものであることに鑑み、文化芸術に関する

施策に関し、基本理念を定め、並びに国及び地方公共団体の責務等を明らかにするとともに、文化芸術

に関する施策の基本となる事項を定めることにより、文化芸術に関する活動（以下「文化芸術活動」と

いう。）を行う者（文化芸術活動を行う団体を含む。以下同じ。）の自主的な活動の促進を旨として、

文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図り、もって心豊かな国民生活及び活力ある社会の

実現に寄与することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者の自主性が十分に尊重されな

ければならない。 

２ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者の創造性が十分に尊重されるとと

もに、その地位の向上が図られ、その能力が十分に発揮されるよう考慮されなければならない。 

３ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術を創造し、享受することが人々の生まれながら

の権利であることに鑑み、国民がその年齢、障害の有無、経済的な状況又は居住する地域にかかわらず

等しく、文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造することができるような環境の整備が図ら

れなければならない。 

４ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、我が国及び世界において文化芸術活動が活発に行われる

ような環境を醸成することを旨として文化芸術の発展が図られるよう考慮されなければならない。 

５ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、多様な文化芸術の保護及び発展が図られなければならな

い。 

６ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、地域の人々により主体的に文化芸術活動が行われるよう

配慮するとともに、各地域の歴史、風土等を反映した特色ある文化芸術の発展が図られなければならな

い。 

７ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、我が国の文化芸術が広く世界へ発信されるよう、文化芸

術に係る国際的な交流及び貢献の推進が図られなければならない。 

８ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、乳幼児、児童、生徒等に対する文化芸術に関する教育の

重要性に鑑み、学校等、文化芸術活動を行う団体（以下「文化芸術団体」という。）、家庭及び地域に

おける活動の相互の連携が図られるよう配慮されなければならない。 

９ 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術活動を行う者その他広く国民の意見が反映され

るよう十分配慮されなければならない。 

10 文化芸術に関する施策の推進に当たっては、文化芸術により生み出される様々な価値を文化芸術の継

承、発展及び創造に活用することが重要であることに鑑み、文化芸術の固有の意義と価値を尊重しつつ、

観光、まちづくり、国際交流、福祉、教育、産業その他の各関連分野における施策との有機的な連携が
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図られるよう配慮されなければならない。 

（国の責務） 

第３条 国は、前条の基本理念（以下「基本理念」という。）にのっとり、文化芸術に関する施策を総合

的に策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第４条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、文化芸術に関し、国との連携を図りつつ、自主的かつ主

体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務を有する。 

（国民の関心及び理解） 

第５条 国は、現在及び将来の世代にわたって人々が文化芸術を創造し、享受することができるとともに、

文化芸術が将来にわたって発展するよう、国民の文化芸術に対する関心及び理解を深めるように努めな

ければならない。 

（文化芸術団体の役割） 

第５条の２ 文化芸術団体は、その実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に、文化芸術活動の充実を図る

とともに、文化芸術の継承、発展及び創造に積極的な役割を果たすよう努めなければならない。 

（関係者相互の連携及び協働） 

第５条の３ 国、独立行政法人、地方公共団体、文化芸術団体、民間事業者その他の関係者は、基本理念

の実現を図るため、相互に連携を図りながら協働するよう努めなければならない。 

（法制上の措置等） 

第６条 政府は、文化芸術に関する施策を実施するため必要な法制上、財政上又は税制上の措置その他の

措置を講じなければならない。 

 

   第２章 文化芸術推進基本計画等 

（文化芸術推進基本計画） 

第７条 政府は、文化芸術に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術に関する施策に

関する基本的な計画（以下「文化芸術推進基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 文化芸術推進基本計画は、文化芸術に関する施策を総合的かつ計画的に推進するための基本的な事項

その他必要な事項について定めるものとする。 

３ 文部科学大臣は、文化審議会の意見を聴いて、文化芸術推進基本計画の案を作成するものとする。 

４ 文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画の案を作成しようとするときは、あらかじめ、関係行政機関

の施策に係る事項について、第36条に規定する文化芸術推進会議において連絡調整を図るものとする。 

５ 文部科学大臣は、文化芸術推進基本計画が定められたときは、遅滞なく、これを公表しなければなら

ない。 

６ 前３項の規定は、文化芸術推進基本計画の変更について準用する。 

（地方文化芸術推進基本計画） 

第７条の２ 都道府県及び市（特別区を含む。第 37 条において同じ。）町村の教育委員会（地方教育行

政の組織及び運営に関する法律（昭和 31 年法律第 162 号）第 23 条第１項の条例の定めるところにより

その長が文化に関する事務（文化財の保護に関する事務を除く。）を管理し、及び執行することとされ

た地方公共団体（次項において「特定地方公共団体」という。）にあっては、その長）は、文化芸術推

進基本計画を参酌して、その地方の実情に即した文化芸術の推進に関する計画（次項及び第 37 条にお

いて「地方文化芸術推進基本計画」という。）を定めるよう努めるものとする。 

２ 特定地方公共団体の長が地方文化芸術推進基本計画を定め、又はこれを変更しようとするときは、あ

らかじめ、当該特定地方公共団体の教育委員会の意見を聴かなければならない。 

 

   第３章 文化芸術に関する基本的施策 

（芸術の振興） 

第８条 国は、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊その他の芸術（次条に規定するメディア芸術を除

く。）の振興を図るため、これらの芸術の公演、展示等への支援、これらの芸術の制作等に係る物品の

保存への支援、これらの芸術に係る知識及び技能の継承への支援、芸術祭等の開催その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

（メディア芸術の振興） 

第９条 国は、映画、漫画、アニメーション及びコンピュータその他の電子機器等を利用した芸術（以下

「メディア芸術」という。）の振興を図るため、メディア芸術の制作、上映、展示等への支援、メディ

ア芸術の制作等に係る物品の保存への支援、メディア芸術に係る知識及び技能の継承への支援、芸術祭

等の開催その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（伝統芸能の継承及び発展） 

第10条 国は、雅楽、能楽、文楽、歌舞伎、組踊その他の我が国古来の伝統的な芸能（以下「伝統芸能」

という。）の継承及び発展を図るため、伝統芸能の公演、これに用いられた物品の保存等への支援その
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他の必要な施策を講ずるものとする。 

（芸能の振興） 

第11条 国は、講談、落語、浪曲、漫談、漫才、歌唱その他の芸能（伝統芸能を除く。）の振興を図るた

め、これらの芸能の公演、これに用いられた物品の保存等への支援、これらの芸能に係る知識及び技能

の継承への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（生活文化の振興並びに国民娯楽及び出版物等の普及） 

第12条 国は、生活文化（茶道、華道、書道、食文化その他の生活に係る文化をいう。）の振興を図ると

ともに、国民娯楽（囲碁、将棋その他の国民的娯楽をいう。）並びに出版物及びレコード等の普及を図

るため、これらに関する活動への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（文化財等の保存及び活用） 

第13条 国は、有形及び無形の文化財並びにその保存技術（以下「文化財等」という。）の保存及び活用

を図るため、文化財等に関し、修復、防災対策、公開等への支援その他の必要な施策を講ずるものとす

る。 

（地域における文化芸術の振興） 

第14条 国は、各地域における文化芸術の振興及びこれを通じた地域の振興を図るため、各地域における

文化芸術の公演、展示、芸術祭等への支援、地域固有の伝統芸能及び民俗芸能（地域の人々によって行

われる民俗的な芸能をいう。）に関する活動への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（国際交流等の推進） 

第 15 条 国は、文化芸術に係る国際的な交流及び貢献の推進を図ることにより、我が国及び世界の文化

芸術活動の発展を図るため、文化芸術活動を行う者の国際的な交流及び芸術祭その他の文化芸術に係る

国際的な催しの開催又はこれへの参加、海外における我が国の文化芸術の現地の言語による展示、公開

その他の普及への支援、海外の文化遺産の修復に関する協力、海外における著作権に関する制度の整備

に関する協力、文化芸術に関する国際機関等の業務に従事する人材の養成及び派遣その他の必要な施策

を講ずるものとする。 

２ 国は、前項の施策を講ずるに当たっては、我が国の文化芸術を総合的に世界に発信するよう努めなけ

ればならない。 

（芸術家等の養成及び確保） 

第16条 国は、文化芸術に関する創造的活動を行う者、伝統芸能の伝承者、文化財等の保存及び活用に関

する専門的知識及び技能を有する者、文化芸術活動に関する企画又は制作を行う者、文化芸術活動に関

する技術者、文化施設の管理及び運営を行う者その他の文化芸術を担う者（以下「芸術家等」という。）

の養成及び確保を図るため、国内外における研修、教育訓練等の人材育成への支援、研修成果の発表の

機会の確保、文化芸術に関する作品の流通の促進、芸術家等の文化芸術に関する創造的活動等の環境の

整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（文化芸術に係る教育研究機関等の整備等） 

第17条 国は、芸術家等の養成及び文化芸術に関する調査研究の充実を図るため、文化芸術に係る大学そ

の他の教育研究機関等の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（国語についての理解） 

第18条 国は、国語が文化芸術の基盤をなすことにかんがみ、国語について正しい理解を深めるため、国

語教育の充実、国語に関する調査研究及び知識の普及その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（日本語教育の充実） 

第19条 国は、外国人の我が国の文化芸術に関する理解に資するよう、外国人に対する日本語教育の充実

を図るため、日本語教育に従事する者の養成及び研修体制の整備、日本語教育に関する教材の開発、日

本語教育を行う機関における教育の水準の向上その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（著作権等の保護及び利用） 

第20条 国は、文化芸術の振興の基盤をなす著作者の権利及びこれに隣接する権利（以下この条において

「著作権等」という。）について、著作権等に関する内外の動向を踏まえつつ、著作権等の保護及び公

正な利用を図るため、著作権等に関する制度及び著作物の適正な流通を確保するための環境の整備、著

作権等の侵害に係る対策の推進、著作権等に関する調査研究及び普及啓発その他の必要な施策を講ずる

ものとする。 

（国民の鑑賞等の機会の充実） 

第21条 国は、広く国民が自主的に文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造する機会の充実を

図るため、各地域における文化芸術の公演、展示等への支援、これらに関する情報の提供その他の必要

な施策を講ずるものとする。 

（高齢者、障害者等の文化芸術活動の充実） 

第22条 国は、高齢者、障害者等が行う文化芸術活動の充実を図るため、これらの者の行う創造的活動、

公演等への支援、これらの者の文化芸術活動が活発に行われるような環境の整備その他の必要な施策を
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講ずるものとする。 

（青少年の文化芸術活動の充実） 

第23条 国は、青少年が行う文化芸術活動の充実を図るため、青少年を対象とした文化芸術の公演、展示

等への支援、青少年による文化芸術活動への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（学校教育における文化芸術活動の充実） 

第24条 国は、学校教育における文化芸術活動の充実を図るため、文化芸術に関する体験学習等文化芸術

に関する教育の充実、芸術家等及び文化芸術団体による学校における文化芸術活動に対する協力への支

援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（劇場、音楽堂等の充実） 

第25条 国は、劇場、音楽堂等の充実を図るため、これらの施設に関し、自らの設置等に係る施設の整備、

公演等への支援、芸術家等の配置等への支援、情報の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（美術館、博物館、図書館等の充実） 

第26条 国は、美術館、博物館、図書館等の充実を図るため、これらの施設に関し、自らの設置等に係る

施設の整備、展示等への支援、芸術家等の配置等への支援、文化芸術に関する作品等の記録及び保存へ

の支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（地域における文化芸術活動の場の充実） 

第27条 国は、国民に身近な文化芸術活動の場の充実を図るため、各地域における文化施設、学校施設、

社会教育施設等を容易に利用できるようにするための措置その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（公共の建物等の建築に当たっての配慮） 

第28条 国は、公共の建物等の建築に当たっては、その外観等について、周囲の自然的環境、地域の歴史

及び文化等との調和を保つよう努めるものとする。 

２ 国は、公共の建物等において、文化芸術に関する作品の展示その他の文化芸術の振興に資する取組を

行うよう努めるものとする。 

（情報通信技術の活用の推進） 

第29条 国は、文化芸術活動における情報通信技術の活用の推進を図るため、文化芸術活動に関する情報

通信ネットワークの構築、美術館等における情報通信技術を活用した展示への支援、情報通信技術を活

用した文化芸術に関する作品等の記録及び公開への支援その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（調査研究等） 

第29条の２ 国は、文化芸術に関する施策の推進を図るため、文化芸術の振興に必要な調査研究並びに国

の内外の情報の収集、整理及び提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（地方公共団体及び民間の団体等への情報提供等） 

第30条 国は、地方公共団体及び民間の団体等が行う文化芸術の振興のための取組を促進するため、情報

の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（民間の支援活動の活性化等） 

第31条 国は、個人又は民間の団体が文化芸術活動に対して行う支援活動の活性化を図るとともに、文化

芸術活動を行う者の活動を支援するため、文化芸術団体が個人又は民間の団体からの寄附を受けること

を容易にする等のための税制上の措置、文化芸術団体が行う文化芸術活動への支援その他の必要な施策

を講ずるよう努めなければならない。 

（関係機関等の連携等） 

第 32 条 国は、第８条から前条までの施策を講ずるに当たっては、芸術家等、文化芸術団体、学校等、

文化施設、社会教育施設、民間事業者その他の関係機関等の間の連携が図られるよう配慮しなければな

らない。 

２ 国は、芸術家等及び文化芸術団体が、学校等、文化施設、社会教育施設、福祉施設、医療機関、民間

事業者等と協力して、地域の人々が文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造する機会を提供

できるようにするよう努めなければならない。 

（顕彰） 

第33条 国は、文化芸術活動で顕著な成果を収めた者及び文化芸術の振興に寄与した者の顕彰に努めるも

のとする。 

（政策形成への民意の反映等） 

第34条 国は、文化芸術に関する政策形成に民意を反映し、その過程の公正性及び透明性を確保するため、

芸術家等、学識経験者その他広く国民の意見を求め、これを十分考慮した上で政策形成を行う仕組みの

活用等を図るものとする。 

（地方公共団体の施策） 

第35条 地方公共団体は、第八条から前条までの国の施策を勘案し、その地域の特性に応じた文化芸術に

関する施策の推進を図るよう努めるものとする。 
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   第４章 文化芸術の推進に係る体制の整備 

（文化芸術推進会議） 

第36条 政府は、文化芸術に関する施策の総合的、一体的かつ効果的な推進を図るため、文化芸術推進会

議を設け、文部科学省及び内閣府、総務省、外務省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通

省その他の関係行政機関相互の連絡調整を行うものとする。 

（都道府県及び市町村の文化芸術推進会議等） 

第37条 都道府県及び市町村に、地方文化芸術推進基本計画その他の文化芸術の推進に関する重要事項を

調査審議させるため、条例で定めるところにより、審議会その他の合議制の機関を置くことができる。 

 

  附 則  

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（文部科学省設置法の一部改正） 

２ 文部科学省設置法（平成 11 年法律第 96 号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 

附 則〔平成 29 年６月 23 日法律第 73 号〕 

沿革 

平成 30 年６月 13 日号外法律第 47 号〔障害者による文化芸術活動の推進に関する法律附則２項による改

正〕 

（施行期日） 

第 1条 この法律は、公布の日から施行する。 

（文化芸術に関する施策を総合的に推進するための文化庁の機能の拡充等の検討） 

第２条 政府は、文化芸術に関する施策を総合的に推進するため、文化庁の機能の拡充等について、その

行政組織の在り方を含め検討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

（文部科学省設置法等の一部改正） 

第３条 次に掲げる法律の規定中「文化芸術振興基本法」を「文化芸術基本法」に改める。 

１ 文部科学省設置法（平成 11 年法律第 96 号）第 21 条第１項第５号 

２ コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成 16 年法律第 81 号）第３条第３項 

３ 海外の文化遺産の保護に係る国際的な協力の推進に関する法律（平成 18 年法律第 97 号）第２条第３

項 

４ 劇場、音楽堂等の活性化に関する法律（平成 24 年法律第 49号）前文第９項及び第１条 

附 則〔平成 30 年６月８日法律第 42号抄〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、平成 31 年４月１日から施行する。 

附 則〔平成 30 年６月 13 日法律第 47 号抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 
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○ 障害者による文化芸術活動の推進に関する法律 

                                                 平成 30 年法律第 47 号 

目次 

第１章 総則（第１条―第６条） 

第２章 基本計画等（第７条・第８条） 

第３章 基本的施策（第９条―第 19 条） 

第４章 障害者文化芸術活動推進会議（第 20 条） 

附則 

第１章 総則 

（目的）  

第１条  この法律は、文化芸術が、これを創造し、又は享受する者の障害の有無にかかわらず、人々に

心の豊かさや相互理解をもたらすものであることに鑑み、文化芸術基本法（平成 13 年法律第 148 号）

及び障害者基本法（昭和 45 年法律第 84号）の基本的な理念にのっとり、障害者による文化芸術活動

（文化芸術に関する活動をいう。以下同じ。）の推進に関し、基本理念、基本計画の策定その他の基本

となる事項を定めることにより、障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進し、もって文化芸術活動を通じた障害者の個性と能力の発揮及び社会参加の促進を図ることを目的

とする。 

（定義）  

第２条  この法律において「障害者」とは、障害者基本法第２条第１号に規定する障害者をいう。 

（基本理念）  

第３条  障害者による文化芸術活動の推進は、次に掲げる事項を旨として行われなければならない。 

① 文化芸術を創造し、享受することが人々の生まれながらの権利であることに鑑み、国民が障害の

有無にかかわらず、文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造することができるよう、障

害者による文化芸術活動を幅広く促進すること。 

② 専門的な教育に基づかずに人々が本来有する創造性が発揮された文化芸術の作品が高い評価を受

けており、その中心となっているものが障害者による作品であること等を踏まえ、障害者による芸

術上価値が高い作品等の創造に対する支援を強化すること。 

③ 地域において、障害者が創造する文化芸術の作品等（以下「障害者の作品等」という。）の発

表、障害者による文化芸術活動を通じた交流等を促進することにより、住民が心豊かに暮らすこと

のできる住みよい地域社会の実現に寄与すること。 

２ 障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を講ずるに当たっては、その内容に応じ、障害者によ

る文化芸術活動を特に対象とする措置が講ぜられ、又は文化芸術の振興に関する一般的な措置の実施に

おいて障害者による文化芸術活動に対する特別の配慮がなされなければならない。 

（国の責務） 

第４条  国は、前条の基本理念にのっとり、障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的に

策定し、及び実施する責務を有する。 

（地方公共団体の責務） 

第５条  地方公共団体は、第三条の基本理念にのっとり、障害者による文化芸術活動の推進に関し、国

との連携を図りつつ、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた施策を策定し、及び実施する責務

を有する。 

（財政上の措置等） 

第６条  政府は、障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を実施するため必要な財政上の措置そ

の他の措置を講じなければならない。 

 

第２章 基本計画等 

（基本計画） 

第７条  文部科学大臣及び厚生労働大臣は、障害者による文化芸術活動の推進に関する施策の総合的か

つ計画的な推進を図るため、障害者による文化芸術活動の推進に関する基本的な計画（以下この章にお

いて「基本計画」という。）を定めなければならない。 

２ 基本計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

① 障害者による文化芸術活動の推進に関する施策についての基本的な方針 

② 障害者による文化芸術活動の推進に関し政府が総合的かつ計画的に実施すべき施策 

③ 前２号に掲げるもののほか、障害者による文化芸術活動の推進に関する施策を総合的かつ計画的に

推進するために必要な事項 
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３ 基本計画に定める前項第２号に掲げる施策については、原則として、当該施策の具体的な目標及びそ

の達成の時期を定めるものとする。 

４ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を定めようとするときは、あらかじめ、経済産業大臣そ

の他の関係行政機関の長に協議しなければならない。 

５ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、基本計画を定めたときは、遅滞なく、これをインターネットの利

用その他適切な方法により公表しなければならない。 

６ 文部科学大臣及び厚生労働大臣は、適時に、第３項の規定により定める目標の達成状況を調査し、そ

の結果をインターネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

７ 第４項及び第５項の規定は、基本計画の変更について準用する。 

（地方公共団体の計画） 

第８条  地方公共団体は、基本計画を勘案して、当該地方公共団体における障害者による文化芸術活動

の推進に関する計画を定めるよう努めなければならない。 

２ 地方公共団体は、前項の計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するよう努

めるものとする。 

 

第３章 基本的施策 

（文化芸術の鑑賞の機会の拡大）  

第９条  国及び地方公共団体は、障害者が文化芸術を鑑賞する機会の拡大を図るため、文化芸術の作品

等に関する音声、文字、手話等による説明の提供の促進、障害者が文化芸術施設（劇場、音楽堂、美術

館、映画館等の文化芸術活動のための施設をいう。第 11 条において同じ。）を円滑に利用できるよう

にその構造及び設備を整備すること等の障害の特性に応じた文化芸術を鑑賞しやすい環境の整備の促進

その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（文化芸術の創造の機会の拡大）  

第 10 条  国及び地方公共団体は、障害者が文化芸術を創造する機会の拡大を図るため、障害者が社会福

祉施設、学校等において必要な支援を受けつつ文化芸術を創造することができる環境の整備その他の必

要な施策を講ずるものとする。 

（文化芸術の作品等の発表の機会の確保）  

第 11 条  国及び地方公共団体は、障害者の作品等の発表の機会を確保するため、文化芸術施設その他公

共的な施設におけるその発表のための催し（障害者の作品等が含まれるように行われる一般的な文化芸

術の作品等の発表のための催しを含む。）の開催の推進、芸術上価値が高い障害者の作品等の海外への

発信その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（芸術上価値が高い作品等の評価等）  

第 12 条  国及び地方公共団体は、芸術上価値が高い障害者の作品等が適切な評価を受けることとなるよ

う、障害者の作品等についての実情の調査及び専門的な評価のための環境の整備その他の必要な施策を

講ずるものとする。 

２ 国及び地方公共団体は、芸術上価値が高い障害者の作品等について適切に記録及び保存が行われるこ

ととなるよう、その保存のための場所の確保その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（権利保護の推進）  

第 13 条  国及び地方公共団体は、障害者の作品等に係るこれを創造した障害者の所有権、著作権その他

の権利の保護を図るため、関連する制度についての普及啓発、これらの権利に係る契約の締結等に関す

る指針の作成及び公表、その締結に際しての障害者への支援の充実その他の必要な施策を講ずるものと

する。 

（権芸術上価値が高い作品等の販売等に係る支援）  

第 14 条  国及び地方公共団体は、芸術上価値が高い障害者の作品等に係る販売、公演その他の事業活動

について、これが円滑かつ適切に行われるよう、その企画、対価の授受等に関する障害者の事業者との

連絡調整を支援する体制の整備その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（文化芸術活動を通じた交流の促進）  

第 15 条  国及び地方公共団体は、障害者による文化芸術活動を通じた交流を促進するため、障害者が小

学校等を訪問して文化芸術活動を行う取組の支援、特別支援学校の生徒等と他の学校の生徒等が文化芸

術活動を行い、相互に交流する場の提供、文化芸術に係る国際的な催しへの障害者の参加の促進その他

の必要な施策を講ずるものとする。 

（相談体制の整備等）  

第 16 条  国及び地方公共団体は、障害者による文化芸術活動について、障害者、その家族その他の関係

者からの相談に的確に応ずるため、地域ごとの身近な相談体制の整備その他の必要な施策を講ずるもの

とする。 

（人材の育成等）  

第 17 条  国及び地方公共団体は、第９条の説明の提供又は環境の整備に必要な知識又は技術を有する

者、第 10 条の支援を行う者、第 12条第１項の評価を担う専門家、前条の相談に応ずる者その他の障害
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者による文化芸術活動の推進に寄与する人材の育成及び確保を図るため、研修の実施の推進、大学等に

おける当該育成に資する教育の推進その他の必要な施策を講ずるものとする。 

（情報の収集等）  

第 18 条  国は、障害者による文化芸術活動の推進に関する取組の効果的な実施に資するよう、国内外に

おける当該取組に関する情報の収集、整理及び提供を行う等、障害者による文化芸術活動に関する調査

研究の推進及びその成果の普及に必要な施策を講ずるものとする。 

（関係者の連携協力）  

第 19 条  国及び地方公共団体は、第九条から前条までの施策の円滑かつ効果的な推進のため、国及び地

方公共団体の関係機関、障害者による文化芸術活動を支援する社会福祉法人その他の団体、大学その他

の教育研究機関、事業者等の相互間の連携協力体制の整備に必要な施策を講ずるものとする。 

 

第４章 障害者文化芸術活動推進会議 

第 20 条  政府は、文化庁、厚生労働省、経済産業省その他の関係行政機関の職員をもって構成する障害

者文化芸術活動推進会議を設け、障害者による文化芸術活動の推進に関する施策の総合的かつ効果的な

推進を図るための連絡調整を行うものとする。 

２ 前項の関係行政機関は、障害者による文化芸術活動の推進に関し学識経験を有する者によって構成す

る障害者文化芸術活動推進有識者会議を設け、同項の連絡調整を行うに際しては、その意見を聴くものと

する。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から施行する。 

（文化芸術振興基本法の一部を改正する法律の一部改正） 

２ 文化芸術振興基本法の一部を改正する法律（平成 29 年法律第 73号）の一部を次のように改正する。 

〔次のよう略〕 
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○ 劇場、音楽堂等の活性化に関する法律 

                                                 平成 24 年法律第 49 号 

我が国においては、劇場、音楽堂等をはじめとする文化的基盤については、それぞれの時代の変化によ

り変遷を遂げながらも、国民のたゆまぬ努力により、地域の特性に応じて整備が進められてきた。 

 劇場、音楽堂等は、文化芸術を継承し、創造し、及び発信する場であり、人々が集い、人々に感動と希

望をもたらし、人々の創造性を育み、人々が共に生きる絆を形成するための地域の文化拠点である。また、

劇場、音楽堂等は、個人の年齢若しくは性別又は個人を取り巻く社会的状況等にかかわりなく、全ての国

民が、潤いと誇りを感じることのできる心豊かな生活を実現するための場として機能しなくてはならない。

その意味で、劇場、音楽堂等は、常に活力ある社会を構築するための大きな役割を担っている。 

 さらに現代社会においては、劇場、音楽堂等は、人々の共感と参加を得ることにより「新しい広場」と

して、地域コミュニティの創造と再生を通じて、地域の発展を支える機能も期待されている。また、劇場、

音楽堂等は、国際化が進む中では、国際文化交流の円滑化を図り、国際社会の発展に寄与する「世界への

窓」にもなることが望まれる。 

 このように、劇場、音楽堂等は、国民の生活においていわば公共財ともいうべき存在である。 

 これに加え、劇場、音楽堂等で創られ、伝えられてきた実演芸術は、無形の文化遺産でもあり、これを

守り、育てていくとともに、このような実演芸術を創り続けていくことは、今を生きる世代の責務とも言

える。 

 我が国の劇場、音楽堂等については、これまで主に、施設の整備が先行して進められてきたが、今後は、

そこにおいて行われる実演芸術に関する活動や、劇場、音楽堂等の事業を行うために必要な人材の養成等

を強化していく必要がある。また、実演芸術に関する活動を行う団体の活動拠点が大都市圏に集中してお

り、地方においては、多彩な実演芸術に触れる機会が相対的に少ない状況が固定化している現状も改善し

ていかなければならない。 

 こうした劇場、音楽堂等を巡る課題を克服するためには、とりわけ、個人を含め社会全体が文化芸術の

担い手であることについて国民に認識されるように、劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者、実演芸

術に関する活動を行う団体及び芸術家、国及び地方公共団体、教育機関等が相互に連携協力して取り組む

必要がある。 

 また、文化芸術の特質を踏まえ、国及び地方公共団体が劇場、音楽堂等に関する施策を講ずるに当たっ

ては、短期的な経済効率性を一律に求めるのではなく、長期的かつ継続的に行うよう配慮する必要がある。 

 ここに、このような視点に立ち、文化芸術基本法の基本理念にのっとり、劇場、音楽堂等の役割を明ら

かにし、将来にわたって、劇場、音楽堂等がその役割を果たすための施策を総合的に推進し、心豊かな国

民生活及び活力ある地域社会の実現並びに国際社会の調和ある発展を期するため、この法律を制定する。 

第１章 総則 

（目的）  

第１条  この法律は、文化芸術基本法 （平成 13 年法律第 148 号）の基本理念にのっとり、劇場、音楽堂等

の活性化を図ることにより、我が国の実演芸術の水準の向上等を通じて実演芸術の振興を図るため、劇

場、音楽堂等の事業、関係者並びに国及び地方公共団体の役割、基本的施策等を定め、もって心豊かな国

民生活及び活力ある地域社会の実現並びに国際社会の調和ある発展に寄与することを目的とする。  

（定義）  

第２条  この法律において「劇場、音楽堂等」とは、文化芸術に関する活動を行うための施設及びその施設

の運営に係る人的体制により構成されるもののうち、その有する創意と知見をもって実演芸術の公演を企

画し、又は行うこと等により、これを一般公衆に鑑賞させることを目的とするもの（他の施設と一体的に

設置されている場合を含み、風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和 23 年法律第 122

号）第２条第１項 に規定する風俗営業又は同条第５項に規定する性風俗関連特殊営業を行うものを除

く。）をいう。  

２  この法律において「実演芸術」とは、実演により表現される音楽、舞踊、演劇、伝統芸能、演芸その他

の芸術及び芸能をいう。  

（劇場、音楽堂等の事業）  

第３条  劇場、音楽堂等の事業は、おおむね次に掲げるものとする。  

①  実演芸術の公演を企画し、又は行うこと。  

②  実演芸術の公演又は発表を行う者の利用に供すること。  

③  実演芸術に関する普及啓発を行うこと。  

④  他の劇場、音楽堂等その他の関係機関等と連携した取組を行うこと。  

⑤  実演芸術に係る国際的な交流を行うこと。  

⑥  実演芸術に関する調査研究、資料の収集及び情報の提供を行うこと。  
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⑦  前各号に掲げる事業の実施に必要な人材の養成を行うこと。  

⑧  前各号に掲げるもののほか、地域社会の絆の維持及び強化を図るとともに、共生社会の実現に資す

るための事業を行うこと。  

（劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者の役割）  

第４条  劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者は、劇場、音楽堂等の事業（前条に規定する劇場、音楽

堂等の事業をいう。以下同じ。）を、それぞれその実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に行うことを通

じて、実演芸術の水準の向上等に積極的な役割を果たすよう努めるものとする。  

（実演芸術団体等の役割）  

第５条  実演芸術に関する活動を行う団体及び芸術家（以下「実演芸術団体等」という。）は、それぞれそ

の実情を踏まえつつ、自主的かつ主体的に、実演芸術に関する活動の充実を図るとともに、劇場、音楽堂

等の事業に協力し、実演芸術の水準の向上等に積極的な役割を果たすよう努めるものとする。  

（国の役割）  

第６条  国は、この法律の目的を達成するため、劇場、音楽堂等に係る環境の整備その他の必要な施策を総

合的に策定し、及び実施する役割を果たすよう努めるものとする。  

（地方公共団体の役割）  

第７条  地方公共団体は、この法律の目的を達成するため、自主的かつ主体的に、その地域の特性に応じた

施策を策定し、及び当該地方公共団体の区域内の劇場、音楽堂等を積極的に活用しつつ実施する役割を果

たすよう努めるものとする。  

（劇場、音楽堂等の関係者等の相互の連携及び協力等）  

第８条  劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者、実演芸術団体等その他の関係者（次項及び第 16条第

２項において「劇場、音楽堂等の関係者」という。）並びに国及び地方公共団体は、この法律の目的を達

成するため、相互に連携を図りながら協力するよう努めるものとする。  

２  国及び地方公共団体は、この法律に基づく施策を策定し、及び実施するに当たっては、劇場、音楽堂等

の関係者の自主性を尊重するものとする。  

（国及び地方公共団体の措置）  

第９条  国及び地方公共団体は、この法律の目的を達成するため、必要な助言、情報の提供、財政上、金融

上及び税制上の措置その他の措置を講ずるよう努めるものとする。  

 第２章 基本的施策  

（国際的に高い水準の実演芸術の振興等）  

第 10 条  国は、国際的に高い水準の実演芸術の振興並びに我が国にとって歴史上又は芸術上価値が高い実

演芸術の継承及び発展を図るため、次に掲げる施策その他必要な施策を講ずるものとする。  

①  独立行政法人を通じて劇場、音楽堂等の事業を行うこと。  

②  地方公共団体が講ずる劇場、音楽堂等に関する施策、劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する民間

事業者（次項及び第 12 条第２項において「民間事業者」という。）が行う劇場、音楽堂等の事業及び

実演芸術団体等が劇場、音楽堂等において行う実演芸術に関する活動への支援を行うこと。  

２  前項に定めるもののほか、国は、地方公共団体及び民間事業者に対し、その求めに応じて、我が国の実

演芸術の水準の向上に資する事業を行うために必要な知識又は技術等の提供に努めるものとする。  

（国際的な交流の促進）  

第 11 条  国は、外国の多彩な実演芸術の鑑賞の機会が国民に提供されるようにするとともに、我が国の実

演芸術の海外への発信を促進するため、我が国の劇場、音楽堂等が行う国際的な交流への支援その他の必

要な施策を講ずるものとする。  

（地域における実演芸術の振興）  

第 12 条  地方公共団体は、地域の特性に応じて当該地域における実演芸術の振興を図るため、劇場、音楽

堂等の事業の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。  

２  国は、国民がその居住する地域にかかわらず等しく、実演芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創

造することができるよう、前項の規定に基づき地方公共団体が講ずる施策、民間事業者が行う劇場、音楽

堂等の事業及び実演芸術団体等が劇場、音楽堂等において行う実演芸術に関する活動への支援その他の必

要な施策を講ずるものとする。  

（人材の養成及び確保等）  

第 13 条  国及び地方公共団体は、制作者、技術者、経営者、実演家その他の劇場、音楽堂等の事業を行う

ために必要な専門的能力を有する者を養成し、及び確保するとともに、劇場、音楽堂等の職員の資質の向

上を図るため、劇場、音楽堂等と大学等との連携及び協力の促進、研修の実施その他の必要な施策を講ず

るものとする。  

（国民の関心と理解の増進）  

第 14 条  国及び地方公共団体は、劇場、音楽堂等において行われる実演芸術に対する国民の関心と理解を

深めるため、教育活動及び啓発活動の実施その他の必要な施策を講ずるものとする。  
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２  国及び地方公共団体は、この法律に基づく施策を実施するに当たっては、国民の理解を得るよう努める

ものとする。  

（学校教育との連携）  

第 15 条  国及び地方公共団体は、学校教育において、実演芸術を鑑賞し、又はこれに参加することができ

るよう、これらの機会の提供その他の必要な施策を講ずるものとする。  

（劇場、音楽堂等の事業の活性化に関する指針）  

第 16 条  文部科学大臣は、劇場、音楽堂等を設置し、又は運営する者が行う劇場、音楽堂等の事業の活性

化のための取組に関する指針を定めることができる。  

２  文部科学大臣は、前項の指針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらかじめ、劇場、音楽堂

等の関係者の意見を聴くものとする。  

３  文部科学大臣は、第１項の指針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表するものと

する。  

附 則  

（施行期日） 

１  この法律は、公布の日から施行する。  

（検討） 

２  政府は、この法律の施行後適当な時期において、この法律の施行の状況を勘案し、必要があると認める

ときは、劇場、音楽堂等の事業及びその活性化による実演芸術の振興の在り方について総合的に検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。  

附 則 〔平成 29 年６月 23 日法律第 73号抄〕 

（施行期日） 

第１条 この法律は、公布の日から施行する。〔後略〕  
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○ 劇場，音楽堂等の事業の活性化のための取組に関する指針 

 
平成25年文部科学省告示第60号 

 

目次 

前文 

第1  定義 

第2  設置者又は運営者の取組に関する事項 

1  運営方針の明確化に関する事項 

2  質の高い事業の実施に関する事項 

3  専門的人材の養成・確保及び職員の資質の向上に関する事項 

4  普及啓発の実施に関する事項 

5  関係機関との連携・協力に関する事項 

6  国際交流に関する事項 

7  調査研究に関する事項 

8  経営の安定化に関する事項 

9  安全管理等に関する事項 

10  指定管理者制度の運用に関する事項 

第3  国，地方公共団体の取組等に関する事項 

1  国の取組に関する事項 

2  地方公共団体の取組に関する事項 

3  その他の関係機関の協力に関する事項 

 

 

本指針は，劇場，音楽堂等の活性化に関する法律（平成24年法律第49号。以下「法」という。）第16条

第1項の規定に基づき，設置者又は運営者が，実演芸術団体等，国及び地方公共団体並びに教育機関等と

連携・協力しつつその設置又は運営する劇場，音楽堂等の事業を進める際の目指すべき方向性を明らかに

することにより，劇場，音楽堂等の事業の活性化を図ろうとするものである。 

劇場，音楽堂等は，文化芸術に関する活動を行うための施設及びその施設の運営に係る人的体制により

構成されるもののうち，その有する創意と知見をもって実演芸術の公演を企画し，又は行うこと等によ

り，これを一般公衆に鑑賞させることを目的とするものである。 

劇場，音楽堂等は，文化芸術を継承し，創造し，及び発信する場であり，また，人々が集い，人々に感

動と希望をもたらし，人々の創造性を育み，人々が共に生きる絆を形成するための地域の文化拠点であ

る。また，個人の年齢若しくは性別又は個人を取り巻く社会的状況等にかかわりなく，全ての国民が，潤

いと誇りを感じることのできる心豊かな生活を実現するための場として，また，社会参加の機会を開く社

会包摂の機能を有する基盤として，常に活力ある社会を構築するための大きな役割を担っている。 

さらに現代社会においては，劇場，音楽堂等は，「新しい広場」として，地域コミュニティの創造と再

生を通じて地域の発展を支える機能や，国際化が進む中で国際文化交流の円滑化を図り国際社会の発展に

寄与する「世界への窓」になる役割も期待されており，国民の生活においていわば公共財ともいうべき存

在である。また，劇場，音楽堂等で創られ，伝えられてきた実演芸術は，無形の文化遺産でもあり，これ

を守り，育てていくとともに，新たに創り続けていくことが求められる。 

我が国の劇場，音楽堂等については，これまで主に，施設の整備が先行して進められてきたが，今後

は，そこにおいて行われる実演芸術に関する活動や，劇場，音楽堂等の事業を行うために必要な人材の養

成等を強化していく必要がある。また，実演芸術に関する活動を行う団体の活動拠点が大都市圏に集中し

ており，地方においては，多彩な実演芸術に触れる機会が相対的に少ない状況が固定化している現状も改

善していかなければならない。 

本指針は，こうした諸課題を克服し，劇場，音楽堂等の事業の活性化を図ることを目的として，設置者

又は運営者が取り組むべき事項を定めるものである。 

なお，本指針は，劇場，音楽堂等をめぐり新たな課題等が生じた場合には，適時にこれを見直すことと

する。 

 

第1  定義 

この告示において使用する用語は，法において使用する用語の例による。 

 

第2  設置者又は運営者の取組に関する事項 

1  運営方針の明確化に関する事項 

劇場，音楽堂等を設置する者（以下「設置者」という。）は，法前文に示された趣旨を踏まえつ
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つ，劇場，音楽堂等の事業の実施を通じて，その設置する劇場，音楽堂等の設置目的を適切に実現す

ることが求められる。このため，設置者は，その設置する劇場，音楽堂等の運営方針を長期的視点に

立って明確に定め，同方針の内容に応じ，劇場，音楽堂等において実演芸術の公演又は発表を鑑賞す

る者，劇場，音楽堂等の事業に参加する者その他の劇場，音楽堂等を利用する者（以下「利用者」と

いう。），実演芸術団体等その他の国民又は住民（以下「利用者等」という。）に同方針を周知し，

新たな課題等が生じた場合には，必要に応じ同方針を適切に見直すよう努めるものとする。なお，地

方公共団体が設置する劇場，音楽堂等については，各地方公共団体が定めた文化芸術振興のための条

例・計画等に則しつつ，同方針を定める必要がある。 

 

2  質の高い事業の実施に関する事項 

(1) 設置者又は劇場，音楽堂等を運営する者（以下「運営者」という。）は，法第3条に規定する劇

場，音楽堂等の事業の全部又は一部について，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の設置目的及

び運営方針を踏まえ，実施する事業を適切に決定するよう努めるものとする。また，実施すること

を決定したそれぞれの事業については，創造性及び企画性の高い事業，特色のある事業，利用者等

のニーズ等に対応した事業その他の質の高い事業として実施するよう努めるものとする。 

劇場，音楽堂等の事業の企画及び実施に当たっては，設置者又は運営者は，その設置又は運営す

る劇場，音楽堂等の実態等を勘案しつつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 実演芸術の公演を企画し，実施した実績が相当程度ある劇場，音楽堂等にあっては，創造性

及び企画性がより高く，かつ，特色のある実演芸術の公演を実施し，その成果を広く国内外に

発信すること。 

イ ア以外の劇場，音楽堂等にあっては，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態や利用者

等のニーズ等を勘案しつつ，創造性及び企画性を要する実演芸術の公演を試行するなどの姿勢

が求められること。 

ウ 実演芸術の公演を行う者の利用に供する事業の実施に当たっては，その設置又は運営する劇

場，音楽堂等の設置目的及び運営方針を踏まえるとともに，利用者等のニーズ等を十分に勘案

すること。 

エ 年齢や障害の有無等にかかわらず，より多くの利用者が実演芸術の公演を鑑賞できるよう，

字幕を表示した公演を実施するなどの様々な工夫や配慮等を行うこと。 

(2) 設置者は，その設置する劇場，音楽堂等の事業について，適切な評価基準を設定し，毎年の利用

状況等の短期的な視点のみならず実演芸術の水準の向上や地域の活性化への貢献などの長期的な視

点も踏まえた評価を適切に実施するよう努めるものとする。さらに，設置者は，劇場，音楽堂等の

事業の評価結果と当該劇場，音楽堂等の設置目的及び運営方針との整合性を検証し，評価結果を事

業内容の見直しに適切に反映させるよう努めるものとする。評価の実施に当たっては，設置者は，

利用者等の視点に配慮するとともに，定量的指標のみでは測り得ない実演芸術の定性的側面に十分

に留意する必要がある。 

 

3  専門的人材の養成・確保及び職員の資質の向上に関する事項 

(1) 設置者又は運営者は，その設置する劇場，音楽堂等の運営を適切に行うため，当該劇場，音楽堂

等の設置目的及び運営方針を踏まえ，実演芸術の公演等を企画制作する能力，舞台関係の施設・設

備を運用する能力，組織・事業を管理運営する能力，実演芸術を創造する能力その他の劇場，音楽

堂等の事業を行うために必要な専門的能力を有する人材（以下「専門的人材」という。）の養成を

行うよう努めるものとする。このため，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂

等の実態等を勘案しつつ，他の劇場，音楽堂等，実演芸術団体等及び大学等と連携・協力し，実践

的な知識及び技術を習得するための研修その他の養成のための機会を設けるとともに，人材交流を

行うよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，次の事項に留意する必要がある。 

ア その設置又は運営する劇場，音楽堂等の設置目的を実現し，運営方針を踏まえた劇場，音楽堂

等の事業を実施するために必要な専門的人材が配置されている施設にあっては，指導者の派遣，

研究会の開催等により，自らの専門的知見を広く他の劇場，音楽堂等及び実演芸術団体等に提供

すること。 

イ ア以外の劇場，音楽堂等にあっては，必要な専門的人材が配置されている劇場，音楽堂等との

継続的な連携・協力関係を構築することにより，専門的助言を得られる体制を確保すること。 

ウ その設置又は運営する劇場，音楽堂等と大学等との連携・協力に当たっては，実践的な知識及

び技術の効果的な習得を重視すること。このため，劇場，音楽堂等及び実演芸術団体等の専門的

人材が劇場，音楽堂等の施設等も活用しつつ，大学等における授業を行うことなどの取組を行う

こと。また，学生が劇場，音楽堂等において専門的な業務を体験する効果的なインターンシップ

の実施を検討するとともに，将来的には連携大学院制度等の活用等も検討すること。 

(2) 設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の設置目的及び運営方針を踏まえ，
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当該劇場，音楽堂等の事業の実施に求められる専門的人材の範囲の特定，確保の方法，職制等を明

確にし，専門的人材を配置するとともに，各自の能力を十分に発揮し得る職場環境を確保するよう

努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案

しつつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア その設置又は運営する劇場，音楽堂等の設置目的を実現し，運営方針を踏まえた劇場，音楽堂

等の事業を実施するために必要な専門的人材が配置されている施設にあっては，より質の高い事

業を継続的に実施する観点から，年齢構成に配慮しつつ，分野ごとに必要な専門的人材を適正に

配置すること。また，劇場，音楽堂等の事業を管理運営する能力を有する専門的人材を配置する

に当たっては，質の高い事業を実施するため，各事業間相互の連携が図られるよう配慮するこ

と。 

イ ア以外の劇場，音楽堂等にあっては，必要な専門的人材が配置されている劇場，音楽堂等から

必要に応じて専門的な助言・協力を得つつ，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の事業の実施

に求められる専門的人材を配置する優先順位，配置方法等を検討するとともに，職制を整理し，

専門的人材の効果的な配置及び充実を図ること。 

(3) 設置者又は運営者は，その設置する劇場，音楽堂等を適切に運営するため，関係機関と連携・協

力しつつ，職員の資質の向上を図る研修等を行うよう努めるものとする。 

 

4 普及啓発の実施に関する事項 

(1) 設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の設置目的及び運営方針を踏まえ，

当該劇場，音楽堂等が実施する普及啓発のための事業について利用者等に周知し，関係事業を適切

に実施するよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案

しつつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 実演芸術の公演等の鑑賞機会の提供にとどまらず，利用者が参加する取組を行うこと。その際

には，利用者の実演芸術に対する関心及び実演芸術に関する活動に取り組む意欲を引き出し高め

るよう工夫すること。 

イ 利用者等に対し，実演芸術に親しむ機会を広く提供するため，積極的に実演芸術の公演等の鑑

賞機会を設けるとともに，教育機関，福祉施設，医療機関等の関係機関と連携・協力しつつ，年

齢や障害の有無等にかかわらず利用者等の社会参加の機会を拡充する観点からの様々な取組を進

めること。 

(2) 設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等を活用し，特に児童生徒等に対して

質の高い実演芸術に触れる機会を提供するよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案

しつつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 地方公共団体その他の学校の設置者，教育機関及び実演芸術団体等との間に意見交換等の場を

設けるなどして，地域全体で児童生徒等を対象とした質の高い実演芸術に触れる機会を充実する

取組を行うこと。 

イ 実演芸術団体等と連携・協力し，学校を訪問して実演芸術の公演を行うなどの取組を行うこと。 

 

5 関係機関との連携・協力に関する事項 

設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の事業の活性化を図るため，他の劇

場，音楽堂等，実演芸術団体等，教育機関等との連携・協力を積極的に進め，当該劇場，音楽堂等の

設置目的及び運営方針との整合性に留意しつつ，長期にわたり相互に利点を享受できる効果的な連

携・協力関係を構築するよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案し

つつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 連携・協力する内容を当事者間であらかじめ十分に協議し，必要に応じ，合意した事項を協定

等の形で文書化し，定期的に連携・協力する内容の見直しを行うこと。 

イ 近隣に所在する機関同士の連携・協力にとどまらず，所在する地域にかかわらず目指す方向性

の一致する機関との間でも連携・協力を行うこと。この場合において，特定の事業の領域におい

て高い実績を有する劇場，音楽堂等にあっては，当該事業の領域における専門的知見を他の劇

場，音楽堂等及び実演芸術団体等に積極的に提供するなど，広域的に支援を行う役割を果たすこ

とが望まれること。 

ウ 利用者に対しより質の高い実演芸術の公演を鑑賞する機会を提供する観点から，他の劇場，音

楽堂等及び実演芸術団体等と連携・協力し，共同制作，巡回公演，技術提供その他の取組や情報

交換を行うとともに，施設の効果的な活用等について検討すること。 

エ 国立劇場及び新国立劇場にあっては，実演芸術に関する高度の専門的知見の提供など他の劇
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場，音楽堂等と積極的に連携・協力する方策について検討すること。他の劇場，音楽堂等にあっ

ては，国立劇場及び新国立劇場が有する専門的知見の活用などの連携・協力について検討するこ

と。 

 

6 国際交流に関する事項 

設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の設置目的，運営方針，実態等を勘案

しつつ，実演芸術に関する国際交流を推進するよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，次の事項に留意する必要がある。 

ア その設置又は運営する劇場，音楽堂等の所在する地域に居住する外国人，訪日外国人旅行者等

との交流を図る取組を行うこと。 

イ 必要に応じ，海外の劇場，音楽堂等又は実演芸術団体等と連携・協力し，人的交流や情報交換

を行うほか，一定期間地域に滞在し創造活動を行う芸術家の受入れ等を行うこと。 

ウ 必要に応じ，海外の劇場，音楽堂等又は実演芸術団体等と連携・協力して，海外公演の実施，

国内への公演の招致，国際共同制作等を行うこと。 

 

7 調査研究に関する事項 

設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の事業の充実を図るため，実演芸術の

動向，事業の効果，利用者等のニーズや評価等に関する調査研究機能の強化に努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案し

つつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア その設置又は運営する劇場，音楽堂等の事業の実施等を通じて得た知見等を他の劇場，音楽堂

等に積極的に提供したり，他の劇場，音楽堂等と共同して調査研究を行ったりするなど，他の機

関との連携・協力を推進すること。 

イ 必要に応じ，実演芸術に関する豊富な知見等を有する大学等，国立劇場，新国立劇場，実演芸

術団体等その他の関係者との連携・協力を推進すること。 

 

8 経営の安定化に関する事項 

(1) 設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の事業の実施に当たって，国民又は

住民の実演芸術に対する関心を高め，利用者の拡大を図るための工夫を行うよう努めるものとす

る。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案

しつつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 利用者等のニーズや評価等に関する調査研究の成果を，その設置又は運営する劇場，音楽堂等

の事業の実施に適切に活用すること。 

イ その設置又は運営する劇場，音楽堂等の社会的意義及び事業内容について積極的に広報等を行

うことにより，国民又は住民の実演芸術に関する理解の増進並びに当該劇場，音楽堂等及びその

行う事業についての支持の拡大に努めること。 

ウ 普及啓発のための事業を積極的に実施することにより，劇場，音楽堂等において実演芸術の公

演又は発表を鑑賞する者の育成を図ること。 

エ 観光，社会福祉等の分野の機関との連携・協力を図り，より多様で効果的な劇場，音楽堂等の

活用を図ること。 

(2) 設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の経営の安定化を図るため，当該劇

場，音楽堂等の事業の質を維持することを前提に，多様な財源を確保するよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態等を勘案

しつつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 公的助成事業若しくは民間助成事業による助成金又は政策金融機関若しくは民間金融機関によ

る融資等を活用すること。 

イ 法人及び個人からの寄附金の活用を図ること。 

ウ 賛助会員の制度等の構築及び運用を図ること。 

(3) 設置者又は運営者は，利用者等から日常的に寄せられる要望等に対応するための体制を整えると

ともに，要望等の内容を積極的に把握・分析し，適切な対応策を講じるよう努めるものとする。 

 

9 安全管理等に関する事項 

(1) 設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等が安全かつ快適な施設として維持管

理されるよう，施設・設備の定期的な保守点検等を適切に行うよう努めるものとする。 

特に，経年劣化した施設・設備の改修等については，設置者において計画を立て着実に実施する

とともに，設置者と運営者との間で，それぞれの責任を明確にし，適切な分担を図るよう努めるも

のとする。 
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(2) 設置者又は運営者は，質の高い事業の実施と施設・設備の安全管理との両立を図る観点から，事

業を安全に実施し得る環境を確保するための安全管理に係る規程を整備し，その設置又は運営する

劇場，音楽堂等の職員に徹底するとともに，施設・設備の安全管理を適切に行い得る体制の整備に

努めるものとする。この場合において，設置者又は運営者は，実演芸術の公演等の企画制作や舞台

関係の施設・設備の運用を行う団体，実演芸術団体等，劇場，音楽堂等の関係団体が連携・協力し

て作成する劇場，音楽堂等の安全管理に関する基準等を参考とすることも考えられる。 

(3) 設置者又は運営者は，避難，救助その他の災害応急対策及び災害復旧等の非常時における対応に

ついてあらかじめ検討し，必要な対策を講じるよう努めるものとする。 

この場合において，設置者又は運営者は，その設置又は運営する劇場，音楽堂等の実態を勘案し

つつ，次の事項に留意する必要がある。 

ア 非常時においても劇場，音楽堂等の業務を適切に執行することができるよう，優先業務を選定

するとともに，事業継続体制や他の劇場，音楽堂等との連携・協力体制等を整えること。 

イ 災害時において一時的に被災者を受け入れることにも配慮すること。 

 

10 指定管理者制度の運用に関する事項 

指定管理者制度は，住民の福祉を増進する目的を持ってその利用に供するための施設である公の施

設の管理運営について，民間事業者等が有するノウハウを活用することにより，住民サービスの質

の向上を図っていくことで，それぞれの施設の設置目的を効果的に達成するため，設けられたもの

である。 

指定管理者制度により劇場，音楽堂等の管理運営を行う場合には，設置者は，創造性及び企画性が

劇場，音楽堂等の事業の質に直結するという施設の特性に基づき，事業内容の充実，専門的人材の

養成・確保，事業の継続性等の重要性を踏まえつつ，同制度の趣旨を適切に生かし得る方策を検討

するよう努めるものとする。 

この場合において，設置者は，その設置する劇場，音楽堂等の実態等を勘案しつつ，次の事項に留

意する必要がある。 

ア 劇場，音楽堂等の機能を十分発揮するため，質の高い事業を実施することができる専門的な知

識及び技術を有する指定管理者を選定すること。このため，指定管理者を公募により選定する場合

には，適切な者を選定できるよう，選考基準や選考方法を十分に工夫すること。 

イ 優れた実演芸術の公演等の制作，有能な専門的人材の養成・確保等には一定期間を要するとい

う劇場，音楽堂等の特性を踏まえ，適切な指定管理期間を定めること。 

ウ 指定管理者が実演芸術の公演を企画し，実施する場合には，これを円滑に実施できるようその

実施方法等を協定等に適切に位置付けるなど配慮すること。 

エ 指定管理者が劇場，音楽堂等の事業を円滑に行うことができるよう，指定管理者との間で十分

な意思疎通を図ること。 

 

第3 国，地方公共団体の取組等に関する事項 

1 国の取組に関する事項 

国は，法前文の趣旨を踏まえるとともに，法第1条に規定された目的を達成するため，法各条の規定

に基づき，次の事項について適切な対応を行うものとする。 

ア 劇場，音楽堂等に係る環境の整備その他の必要な施策を総合的に策定し，実施する役割を果た

すよう努めること。 

イ 設置者又は運営者，実演芸術団体等その他の関係者及び地方公共団体と相互に連携を図りなが

ら協力するよう努めること。 

ウ 必要な助言，情報の提供，財政上，金融上及び税制上の措置その他の措置を講ずるよう努める

こと。 

エ 国際的に高い水準の実演芸術の振興並びに我が国にとって歴史上又は芸術上価値が高い実演芸

術の継承及び発展を図るため，次に掲げる施策その他必要な施策を講ずること。 

(ｱ) 独立行政法人を通じて劇場，音楽堂等の事業を行うこと。 

(ｲ) 地方公共団体が講ずる劇場，音楽堂等に関する施策，民間事業者が行う劇場，音楽堂等の事

業及び実演芸術団体等が劇場，音楽堂等において行う実演芸術に関する活動への支援を行うこ

と。 

オ エのほか，地方公共団体及び民間事業者に対し，その求めに応じて，我が国の実演芸術の水準

の向上に資する事業を行うための必要な知識又は技術等の提供に努めること。 

カ 外国の多彩な実演芸術の鑑賞の機会が国民に提供されるようにするとともに，我が国の実演芸

術の海外への発信を促進するため，我が国の劇場，音楽堂等が行う国際的な交流への支援その他

の必要な施策を講ずること。 

キ 国民がその居住する地域にかかわらず等しく，実演芸術を鑑賞し，これに参加し，又はこれを

創造することができるよう，2エに基づき地方公共団体が講ずる施策，民間事業者が行う劇場，音
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楽堂等の事業及び実演芸術団体等が劇場，音楽堂等において行う実演芸術に関する活動への支援

その他の必要な施策を講ずること。 

ク 制作者，技術者，経営者，実演家その他の劇場，音楽堂等の事業を行うために必要な専門的人

材を養成し，及び確保するとともに，劇場，音楽堂等の職員の資質の向上を図るため，劇場，音

楽堂等と大学等との連携及び協力の促進，研修の実施その他の必要な施策を講ずること。 

ケ 劇場，音楽堂等において行われる実演芸術に対する国民の関心と理解を深めるため，教育活動

及び啓発活動の実施その他の必要な施策を講ずること。 

コ 法に基づく施策を実施するに当たっては，国民の理解を得るよう努めること。 

サ 学校教育において，実演芸術を鑑賞し，又はこれに参加することができるよう，これらの機会

の提供その他の必要な施策を講ずること。 

 

2 地方公共団体の取組に関する事項 

地方公共団体は，法前文の趣旨を踏まえるとともに，法第1条に規定された目的を達成するため，法

各条の規定に基づき，次の事項について適切な対応を行うものとする。 

ア 自主的かつ主体的に，その地域の特性に応じた施策を策定し，及び当該地方公共団体の区域内

の劇場，音楽堂等を積極的に活用しつつ実施する役割を果たすよう努めること。 

イ 設置者又は運営者，実演芸術団体等その他の関係者及び国と相互に連携を図りながら協力する

よう努めること。 

ウ 必要な助言，情報の提供，財政上，金融上及び税制上の措置その他の措置を講ずるよう努める

こと。 

エ 地域の特性に応じて当該地域における実演芸術の振興を図るため，劇場，音楽堂等の事業の実

施その他の必要な施策を講ずること。 

オ 制作者，技術者，経営者，実演家その他の劇場，音楽堂等の事業を行うために必要な専門的人

材を養成し，及び確保するとともに，劇場，音楽堂等の職員の資質の向上を図るため，劇場，音楽

堂等と大学等との連携及び協力の促進，研修の実施その他の必要な施策を講ずること。 

カ 劇場，音楽堂等において行われる実演芸術に対する国民の関心と理解を深めるため，教育活動

及び啓発活動の実施その他の必要な施策を講ずること。 

キ 法に基づく施策を実施するに当たっては，国民の理解を得るよう努めること。 

ク 学校教育において，実演芸術を鑑賞し，又はこれに参加することができるよう，これらの機会

の提供その他の必要な施策を講ずること。 

 

3 その他の関係機関の協力に関する事項 

法前文の趣旨を踏まえるとともに，法第1条に規定された目的を達成するため，本指針に定める事項

を設置者又は運営者，国及び地方公共団体が実施するに当たっては，実演芸術団体等，教育機関等は

積極的に協力することが求められる。 
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○ 神奈川県文化芸術振興条例 
平成20年神奈川県条例第33号 

 

（目的） 

第１条  この条例は、文化芸術が人間に生きる喜びを与え、人間相互の連帯感を生み出し、及び共に生き

る社会の基盤を形成するものであることにかんがみ、文化芸術の振興について、基本理念を定め、及び

県の責務を明らかにするとともに、文化芸術の振興に関する施策の基本となる事項を定めることによ

り、県民の文化芸術に関する活動の充実及び文化資源を活用した地域づくりの推進を図り、もって真に

ゆとりと潤いの実感できる心豊かな県民生活の実現及び個性豊かで活力に満ちた地域社会の発展に寄与

することを目的とする。 

（基本理念） 

第２条 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術を創造し、享受することが人々の生まれながらの権利で

あることにかんがみ、県民が等しく文化芸術を鑑賞し、これに参加し、又はこれを創造することができ

るような環境の整備が図られなければならない。 

２ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術の担い手は県民であるとの認識の下に、県民の自主性及び創

造性が尊重されなければならない。 

３ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術の多様性が尊重されるとともに、地域において多様な文化芸

術の共存が図られるよう配慮されなければならない。 

４ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術に関する創造的活動(以下「創造的活動」という。)が、県民

生活に潤いを与えるとともに、地域の活性化に資するものであることにかんがみ、創造的活動が推進さ

れるよう、環境の整備が図られなければならない。 

５ 文化芸術の振興に当たっては、地域の伝統的な文化芸術が、県民共通の貴重な財産としてはぐくま

れ、将来にわたり引き継がれるよう配慮されなければならない。 

６ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術が、人と人との間、地域間及び国内外の相互理解を深める上

で重要な役割を果たすものであることにかんがみ、文化芸術を介した交流及び文化芸術に関する情報の

発信が積極的に推進されなければならない。 

７ 文化芸術の振興に当たっては、文化芸術の固有の意義と価値を尊重しつつ、観光、まちづくり、国際

交流、福祉、教育、産業その他の各関連分野における施策との有機的な連携が図られるよう配慮されな

ければならない。 

（県の責務） 

第３条 県は、前条に定める基本理念にのっとり、文化芸術の振興に関する総合的な施策を策定し、及び

実施する責務を有する。 

２ 県は、地域における文化芸術の振興に関して、市町村が果たす役割の重要性にかんがみ、前項の規定

による施策の策定及び実施に当たっては、市町村との連携に努めるものとする。 

３ 県は、市町村が行う文化芸術の振興に関する施策に必要な支援を行うとともに、市町村相互の連携の

確保に努めるものとする。 

４ 県は、県民、芸術家、文化芸術を支える活動を行う者（文化芸術に関する企画、制作、研究、普及等

を行う者、劇場、音楽堂、美術館、博物館、図書館その他の施設(以下「文化施設」という。)の管理及

び運営を行う者等をいう。以下同じ。）、文化芸術に関する活動(以下「文化芸術活動」という。)を行

う団体(以下「文化芸術団体」という。)、学校、事業者その他の関係機関等と連携し、及び協働するこ

とにより、文化芸術の振興に関する施策の効果的な推進に努めるものとする。 

（文化芸術振興計画の策定） 

第４条 知事は、文化芸術の振興に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため、文化芸術の振興に

関する基本的な計画（以下「文化芸術振興計画」という。）を定めなければならない。 

２ 文化芸術振興計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

 (1) 文化芸術の振興に関する総合的かつ長期的な目標及び施策の方向 

(2) 前号に掲げるもののほか、文化芸術の振興に関する施策を総合的かつ計画的に推進するために必

要な事項 

３ 知事は、文化芸術振興計画を定めるに当たっては、神奈川県文化芸術振興審議会の意見を聴かなけれ

ばならない。 

４ 知事は、文化芸術振興計画を定めたときは、遅滞なくこれを公表するものとする。 

５ 前２項の規定は、文化芸術振興計画の変更について準用する。 

（文化芸術の振興） 

第５条 県は、文学、音楽、美術、写真、演劇、舞踊、メディア芸術(映画、コンピュータその他の電子

機器等を利用した芸術等をいう。)その他の芸術及び芸能の振興を図るため、これらの公演、展示、上

映等への支援その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 
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２ 県は、茶道、華道、書道その他の生活に係る文化の普及を図るため、これらに関する活動への支援そ

の他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

３ 県は、先人から受け継がれてきた伝統的な芸能、地域の自然、歴史及び風土によりはぐくまれてきた

有形及び無形の文化財その他の伝統的な文化芸術が、将来にわたって適切に保存され、継承され、又は

活用されるよう、必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（県民の文化芸術活動の充実） 

第６条 県は、県民の文化芸術に対する関心及び理解を深めるため、普及啓発その他の必要な施策を講ず

るよう努めるものとする。 

２ 県は、県民が文化芸術を鑑賞する機会の充実を図るとともに、県民自らが文化芸術活動を行うための

機会及び情報の提供に努めるものとする。 

（芸術家等の育成等に関する支援等） 

第７条 県は、芸術家及び文化芸術を支える活動を行う者（以下「芸術家等」という。）による創造的活

動等が潤いのある県民生活の実現に欠くことのできないものであることにかんがみ、芸術家等の育成、

創作のための環境の整備、創造的活動の成果を発表する機会の確保に関する支援その他の必要な施策を

講ずるよう努めるものとする。 

（文化芸術団体の育成等） 

第８条 県は、文化芸術団体が文化芸術の振興に果たす役割の重要性にかんがみ、文化芸術団体の育成、

文化芸術団体への支援その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（子どもの文化芸術活動の充実） 

第９条 県は、次代の社会を担う子どもが、豊かな人間性及び創造性をはぐくむことができるよう、優れ

た文化芸術を体験し、及びこれを創造する機会の提供その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとす

る。 

（学校教育における文化芸術活動の充実） 

第10条 県は、学校教育における文化芸術活動の充実を図るため、文化芸術に関する体験学習等文化芸術

に関する教育の充実、芸術家等及び文化芸術団体による文化芸術活動に対する協力への支援その他の必

要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（高齢者、障害者等の文化芸術活動の充実） 

第11条 県は、高齢者、障害者等が行う文化芸術活動の充実を図るため、これらの者が文化芸術に親し

み、自主的に文化芸術活動を楽しむための環境の整備その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとす

る。 

（文化芸術に関する交流の推進） 

第12条 県は、文化芸術に関する地域間の交流及び国際交流の推進に努めるものとする。 

（創造的活動等の推進） 

第13条 県は、地域の魅力を高め、県民生活に潤いをもたらす創造的活動及びこれを国内外に発信する活

動が推進されるための環境の整備その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（文化資源の活用） 

第14条 県は、地域における文化資源(多様な分野において活用される文化的な価値を有する資源をい

う。)を活用した観光の振興その他の地域の活性化を図るため、当該文化資源に関する情報の収集及び

発信その他の必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

（景観の形成） 

第15条 県は、美しく風格のある景観が文化の基盤をなすことにかんがみ、良好な自然景観及び歴史的景

観並びに調和のとれた都市景観の形成に努めるものとする。 

（文化施設の充実等） 

第16条 県は、県民の文化芸術活動の場の充実を図るため、文化施設の充実及び学校施設その他公共的施

設の活用が図られるよう、必要な施策を講ずるよう努めるものとする。 

２ 県は、自らの設置等に係る文化施設を地域の文化芸術活動の拠点とし、当該文化施設の文化芸術の鑑

賞、活動及び交流の場としての機能の充実を図るとともに、その特色を生かした文化芸術に関する人材

の育成、教育、普及啓発等を積極的に推進するよう努めるものとする。 

３ 県は、自らの設置等に係る文化施設の機能を最大限に発揮させるため、当該文化施設の運営について

の適切な検証の実施の確保に努めるものとする。 

（情報通信技術の活用） 

第17条 県は、文化芸術に関する情報の収集及び発信、作品等の記録及び保存等に当たり、情報通信技術

の活用に努めるものとする。 

（文化芸術活動に対する支援の促進） 

第18条 県は、文化芸術活動に対する個人、事業者等からの寄附その他の支援が活発に行われるよう、当

該支援に関する普及啓発、情報提供等に努めるものとする。 
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（顕彰） 

第19条 県は、文化芸術活動で顕著な成果を収めた者及び文化芸術の振興に寄与した者の顕彰に努めるも

のとする。 

（財政上の措置） 

第20条 県は、文化芸術の振興に関する施策を推進するために必要な財政上の措置を講ずるよう努めるも

のとする。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

（附属機関の設置に関する条例の一部改正） 

２ 附属機関の設置に関する条例（昭和28年神奈川県条例第５号）の一部を次のように改正する。 

  別表知事の項神奈川県情報公開運営審議会の項の次に次のように加える。 

神奈川県文化芸術 

振興審議会 

文化芸術の振興に関する重要事項につき知事の諮問に応じて調査審議し、その

結果を報告し、又は意見を建議すること。 
20人以内 

（検討） 

３ 知事は、この条例の施行の日から起算して５年を経過するごとに、この条例の施行の状況について検

討を加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

附 則 

この条例は、平成31年４月１日から施行する。 
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○ 神奈川県文化芸術振興審議会規則 
平成20年神奈川県規則第65号 

（趣旨） 

第１条 この規則は、附属機関の設置に関する条例（昭和28年神奈川県条例第５号）により設置された神

奈川県文化芸術振興審議会の所掌事項、組織、運営等について必要な事項を定めるものとする。 

（所掌事項） 

第２条 神奈川県文化芸術振興審議会（以下「審議会」という。）は、文化芸術の振興に関する重要事項

につき知事の諮問に応じて調査審議し、その結果を報告し、又は意見を建議する。 

（委員） 

第３条 審議会の委員（以下「委員」という。）は、文化芸術活動に携わる者及び文化芸術の振興に関す

る事項について学識経験を有する者のうちから知事が委嘱する。 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任

期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 

（会長及び副会長） 

第４条 審議会に会長及び副会長各１人を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選により定める。 

３ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときはその職務を代理し、会長が欠けたときはその職務

を行う。 

（会議） 

第５条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 審議会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。 

３ 審議会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

（部会） 

第６条 審議会は、その所掌事項に係る専門的事項を調査審議させるため、部会を置くことができる。 

２ 部会に属すべき委員は、会長が指名する。 

３ 部会に部会長を置き、部会に属する委員のうちから会長が指名する。 

４ 部会長は、部務を掌理し、部会における調査審議の状況及び結果を審議会に報告する。 

５ 部会長に事故があるとき又は部会長が欠けたときは、部会に属する委員のうちから部会長があらかじ

め指名する者がその職務を代理し、又はその職務を行う。 

６ 前条の規定は、部会について準用する。この場合において、同条中「審議会」とあるのは「部会」と、

「会長」とあるのは「部会長」と、「委員」とあるのは「部会に属する委員」と、「出席委員」とある

のは「出席した部会に属する委員」と読み替えるものとする。 

（専門委員） 

第７条 専門的事項について調査審議する必要があるときは、審議会に専門委員を置くことができる。 

２ 専門委員は、文化芸術活動又は文化芸術の振興に関する事項について専門的知識を有する者のうちか

ら知事が委嘱する。 

３ 専門委員は、当該専門的事項の調査審議が終了したときは、解嘱されるものとする。 

４ 専門委員は、審議会又は部会の会議において議決に加わることができない。 

（委員でない者の出席） 

第８条 審議会又は部会は、必要があるときは、専門的事項に関し学識経験を有する者、県職員その他の

者に出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、国際文化観光局文化課において処理する。 

（委任） 

第10条 この規則に定めるもののほか、審議会の運営その他審議会に関し必要な事項は、会長が審議会に

諮って定める。 

   附 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

附 則（平成22年３月30日規則第16号抄） 
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（施行期日） 

１ この規則は、平成22年４月１日から施行する。 

（様式の作成に係る経過措置） 

70 この規則による改正前の各規則に基づいて作成した用紙は、なお当分の間、必要な調整をして使

用することができる。 

附 則（平成25年３月29日規則第42号抄） 

（施行期日） 

１ この規則は、平成25年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月30日規則第23号抄） 

（施行期日） 

１ この規則中第１条及び次項から附則第37項までの規定は平成30年４月１日から、第２条の規定は公

立大学法人神奈川県立保健福祉大学の成立の日から施行する。 
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○ 神奈川県文化芸術振興審議会委員・専門委員名簿（2019 年３月現在) 

 

［委員］ 

氏名 

(◎会 長 

○副会長) 

所属・職等 

団体 

助成部会 

(◎部会長) 

 石田 麻子  昭和音楽大学 教授 ○ 

◎伊藤 裕夫 日本文化政策学会 理事  

 兼子 朋也 関東学院大学 准教授 ○ 

 志澤  彰 神奈川県合唱連盟 理事長  

 鈴木 真理  公募委員  

  鈴木 深雪  茅ヶ崎市 理事兼文化生涯学習部長  

 髙田久美子  神奈川新聞社 文化部長 ◎ 

 田村 正志  公益財団法人はまぎん産業文化振興財団 事務局長  

  坪井ひろ子  公募委員  

 中村 美帆  静岡文化芸術大学 准教授  

 楢崎 洋子  武蔵野音楽大学 教授  

 蜂飼  耳  詩人・作家  

 平本 元一 県民俗芸能保存協会 事務局長  

  福冨 忠和  専修大学 教授  

○藤井 康雄  神奈川県演劇連盟 副理事長  

 渡部 葉子  慶應義塾大学ｱｰﾄ・ｾﾝﾀｰ 教授   

 

［専門委員］ 

氏名 所属・職等 

佐々木 真二 公益財団法人横浜市芸術文化振興財団 横浜市民ギャラリー館長 

永井 健一 公益財団法人神奈川芸術文化財団  県立音楽堂館長兼業務課長 
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○ 神奈川県文化芸術振興審議会 審議経過 

 
 

[神奈川県文化芸術振興審議会] 

 

第 22 回（2018（平成 30）年５月 21 日） 

 ○ かながわ文化芸術振興計画の改定について諮問 

 

第 23 回（2018（平成 30）年８月 21 日） 

 ○ 平成 29 年度「かながわ文化芸術振興計画」年次報告（素案）について 

（今期計画の進捗状況） 

○ 「かながわ文化芸術振興計画」の改定素案について  

 

第 24 回（2019（平成 31）年１月 21 日） 

 ○ かながわ文化芸術振興計画改定案について 

 ○ 神奈川県文化芸術振興審議会答申案について→答申 
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○ 計画改定に係る諮問 

 

 

文 化 第 1126  号

  

平成 30 年５月 21 日  

 

 

 神奈川県文化芸術振興審議会 会長 殿 

 

 

神奈川県知事 黒岩 祐治      

 

 

かながわ文化芸術振興計画の改定について（諮問） 

 

 

 文化芸術振興計画の改定について、神奈川県文化芸術振興条例第４条第５項

の規定に基づき諮問します。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

諮問趣旨書 

 

 県では、真にゆとりと潤いの実感できる心豊かな県民生活の実現及び個

性豊かで活力に満ちた地域社会の発展に寄与することを目的として、平成

20 年７月に神奈川県文化芸術振興条例を制定しました。 

そして、この条例に基づき、文化芸術の振興に関する総合的かつ長期的

な目標及び施策の方向その他文化芸術の振興に関する施策を総合的かつ計

画的に推進するため、平成 21 年３月にかながわ文化芸術振興計画を策定

し、平成 25 年度に改定をいたしました。 

本計画は、計画期間が平成 26年度から平成 30年度までの５年間となって

いることから、平成 30 年度中に計画の改定を行うこととしています。 

つきましては、本県の文化芸術振興の方向性を示すものとなる本計画の

改定について、専門的な立場からの御意見をいただきたく、諮問します。 
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○ 神奈川県文化芸術振興審議会答申 
 

平成 31 年２月６日 

 

 神奈川県知事 黒岩祐治 様 

 

神奈川県文化芸術振興審議会 

会長 伊藤裕夫 

 

文化芸術振興計画の改定について（答申） 

 

 平成 30 年５月 21 日に諮問を受けた、文化芸術振興計画の改定について、別

紙のとおり答申します。 
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（別紙） 

「かながわ文化芸術振興計画」改定案について 

 

現在、東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会の開催をはじめ、国

の法改正等、文化を取巻く状況に大きな動きがある中で、県の文化芸術振興の

方向性を示す必要があります。 

 

 神奈川県では、平成20年７月に文化芸術振興の基本理念等を示した「文化芸

術振興条例」を制定し、平成21年３月にこの条例に基づく基本的な計画として、

「かながわ文化芸術振興計画」を策定し、その後、平成26年３月に改定を行い

ました。 

 現行の計画期間が平成 26 年度から平成 30 年度の５年間であったため、県で

はこの間の文化芸術を取り巻く状況の変化とこれまでの取組の課題を踏まえ、

「かながわ文化芸術振興計画」の改定案を取りまとめました。 

 当審議会では、この改定案を全体として妥当なものと評価し、計画の着実な

推進を求め、次のとおり意見を述べます。 

 

第１部 計画の基本的な考え方について 

現行計画の施策体系を基本的には継承し、基本目標、基本的な施策を維持

しつつ、重点施策を明示して取り組んでいくという基本的な考え方について

は、現行計画が条例に定める県の責務を網羅的に施策体系としたことからも、

妥当なものです。 

また、平成 29 年度６月の文化芸術振興基本法の改正において、法律の名称

から「振興」が外されましたが、神奈川県ではマグカルの取組を推進してお

り、文化芸術の振興を図ることは、県の文化芸術施策の基本的なスタンスで

あるとして、条例や計画の名称に「振興」を残していることは妥当なもので

す。 

 

第２部 文化芸術を取り巻く状況の変化について 

計画改定に当たって留意すべき状況の変化として示されている９つの要素に

ついては、現行計画期間中の文化芸術の状況変化の中から過不足なく抽出され

ており、妥当なものです。 

 

第３部 今後の課題と取組（重点施策）について 

基本目標の実現に向けて今後５年間で取り組むべき重点施策については、第

２部で抽出されている状況の変化や、当審議会として意見を述べた現行計画期

間中の評価と課題を踏まえて示されており、適切なものと評価しますが、実際
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の取組に当たっては、以下の点に留意する必要があります。 

「重点施策１ 地域の伝統的な文化芸術の保存、継承、活用」については、

引き続き、関係機関で情報を共有化して交流を密にするとともに、世代を超

えた県民の交流を通じて取り組むことが必要です。 

「重点施策２ 子どもや高齢者・障がい者など、あらゆる人の文化芸術活

動の充実等」については、あらゆる人を対象とした鑑賞事業、体験事業を実

施するとともに、県内全域へのアウトリーチやワークショップ等の実施に取

り組むことが望ましい。 

「重点施策３ 国際文化交流の充実」については、海外との交流等、外へ

の視点も大切ですが、県内に多様な文化をもった多くの外国籍県民が在住し

ていることから、地域における多文化共生に対する理解を推進する施策にも

期待します。 

「重点施策４ 東京 2020 大会を契機とした施策」については、2020 年まで

の一過性のもので終わらせるのではなく、その後の県民の文化芸術活動の充

実や地域の活性化につなげられるよう期待します。 

「重点施策５ 文化芸術の振興を推進するための環境整備」については、

施設の維持保全などのハード面だけでなく、人材の育成や情報等のソフト面

の充実も図ることを期待します。 

 

第４部 施策体系について 

「第１部 計画の基本的な考え方について」で述べた施策体系を具体的に記

載したものであり、適切です。 

 

第５部 推進体制について 

 現行計画の推進体制を引き継ぐことを明らかにしたものであり、庁内連携に

より関連分野における施策との連携を進めようとしていることは評価できます。 

 

その他 数値目標について 

計画に基づく施策の効果を検証するために、何らかの数値目標を設定して進

行管理を行うことは意味があると考えますが、いたずらに検証に労力をかけて

本来の施策の推進がおろそかになったりしないように、シンプルで分かりやす

い数値目標を設定することが重要です。 

こうした観点から、第 24 回審議会で提示された数値目標案は概ね妥当である

と考えますが、これまで本審議会において数値目標の設定に十分な議論を尽

くしてきたわけではないことから、当面の間、改定計画の進行管理を行う際

の参考指標として取り扱い、今後、議論を重ねていくことが必要です。 
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○ 県民参加の概要  
 

「かながわ文化芸術振興計画（改定素案）」に関する県民意見募集の結果について 

 

１ 募集概要 

 (1) 意見募集期間 

    2018（平成 30）年 10 月 26 日～11 月 26 日 

 (2) 募集方法 

  ア 県のホームページへの計画素案の掲載 

  イ 県の窓口（文化課、県政情報センター、各地域県政情報コーナー）、県立

文化施設等における意見募集用紙の配布 

  ウ 文化活動団体あてに意見募集用紙を送付 

エ 第 67 回神奈川文化賞・スポーツ賞贈呈式において意見募集用紙を配布 

 (3) 意見提出方法 

    電子メール、郵送、ファクシミリ、直接提出 

 

２ 寄せられた意見の件数 

  88 件（35 人から提出） 

 

３ 意見の内訳 

意見の内容 延べ件数 

１ 重点施策１ 地域の伝統的な文化芸術の保存、継承、活用 3 件 

２ 重点施策２ 子どもや高齢者・障がい者など、あらゆる人の文化

芸術活動の充実等 
12 件 

３ 重点施策３ 国際文化交流の充実 1 件 

４ 重点施策４ 東京 2020 大会を契機とした施策 4 件 

５ 重点施策５ 文化芸術の振興を推進するための環境整備 14 件 

６ その他の文化芸術振興施策 24 件 

７ その他 30 件 

合   計 88 件 

 

４ 意見の反映状況 

反映区分 延べ件数 

Ａ 計画に反映したもの（一部反映した意見を含む） 5 件 

Ｂ 既に改定素案に盛り込んでいるもの 17 件 

Ｃ 今後の取組の参考とするもの 34 件 

Ⅾ 計画に反映できないもの 8 件 

Ｅ その他（感想・質問等） 24 件 

合   計 88 件 

 


